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(57)【要約】
【課題】有機エレクトロルミネッセンス表示装置の光取出し効率を向上させ、画像ボケを
少なくすることができる光学部材及び該光学部材を備えた有機エレクトロルミネッセンス
表示装置の提供。
【解決手段】本発明の光学部材は、バリア層付き透明基板と、低屈折率層と、光拡散層と
、をこの順で有し、前記光拡散層は、バインダー樹脂を少なくとも含むマトリックス材中
に、光散乱粒子が分散されてなり、前記低屈折率層の厚みが１．２μｍ以上であり、有機
エレクトロルミネッセンス表示装置に用いられることを特徴とする。
【選択図】なし



(2) JP 2010-198735 A 2010.9.9

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バリア層付き透明基板と、低屈折率層と、光拡散層と、をこの順で有し、
　前記光拡散層は、バインダー樹脂を少なくとも含むマトリックス材中に、光散乱粒子が
分散されてなり、
　前記低屈折率層の厚みが１．２μｍ以上であり、
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置に用いられることを特徴とする光学部材。
【請求項２】
　光拡散層が、さらに着色剤を含み、カラーフィルターとして機能する請求項１に記載の
光学部材。
【請求項３】
　光散乱粒子が、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、ＺｎＯ及びＳｎＯ２の中から選択される少なくと
も１種の無機微粒子を含む請求項１から２のいずれかに記載の光学部材。
【請求項４】
　光散乱粒子の屈折率が２．１以上であり、マトリックス材の屈折率が１．６以下である
請求項１から３のいずれかに記載の光学部材。
【請求項５】
　光散乱粒子の平均粒径が、２．０μｍ以下である請求項１から４のいずれかに記載の光
学部材。
【請求項６】
　光散乱粒子の平均粒径が、０．２μｍ以上０．５μｍ以下である請求項５に記載の光学
部材。
【請求項７】
　光拡散層の厚みが、２．０μｍ以上１０．０μｍ以下である請求項１から６のいずれか
に記載の光学部材。
【請求項８】
　低屈折率層の屈折率が、１．４５以下である請求項１から７のいずれかに記載の光学部
材。
【請求項９】
　低屈折率層が、中空シリカを含む請求項８に記載の光学部材。
【請求項１０】
　請求項１から９のいずれかに記載の光学部材を備えることを特徴とする有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置。
【請求項１１】
　接着層をさらに備え、前記接着層の屈折率が１．５以上１．９以下である請求項１０に
記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
【請求項１２】
　接着層の屈折率が、１．６５以上１．９以下である請求項１１に記載の有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置。
【請求項１３】
　接着層の厚みが、１０μｍ以下である請求項１１から１２のいずれかに記載の有機エレ
クトロルミネッセンス表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス表示装置の発光効率を高くすることができる
光学部材及び該光学部材を備えた有機エレクトロルミネッセンス表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置（有機ＥＬ表示装置ともいう）は、自発光型の
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表示装置であり、ディスプレイや照明の用途に用いられる。有機ＥＬディスプレイは、従
来のＣＲＴやＬＣＤと比較して視認性が高い、視野角依存性が無いといった表示性能の利
点を有する。また、ディスプレイを軽量化、薄層化できるといった利点もある。一方、有
機ＥＬ照明は軽量化、薄層化といった利点に加え、フレキシブルな基板を用いることでこ
れまで実現できなかった形状の照明を実現できる可能性を持っている。
【０００３】
　有機ＥＬ表示装置や無機ＥＬ表示装置は、優れた特徴を有しているが、一般に、発光層
を含め表示装置を構成する各層の屈折率が空気より高い。例えば、有機ＥＬ表示装置では
、発光層など有機薄膜層の屈折率は、１．６～２．１である。このため、発光した光の界
面での全反射や干渉が起こり易く、その光取出し効率は、２０％に満たず、大部分の光を
損失している。
【０００４】
　この有機ＥＬ表示装置における光損失について図１を参照にして概観する。
　有機ＥＬ表示装置は基本的には、図１に示すように、ＴＦＴ基板１の上に、背面電極２
、発光層を含み２層又は３層からなる有機層３、及び透明電極４、透明基板５が積層され
た構成を有し、背面電極２から注入された正孔と透明電極４から注入された電子が有機層
３で再結合し、蛍光性物質などを励起することにより発光するものである。そして、有機
層３から発光した光は、直接、又はアルミニウムなどで形成される背面電極２で反射して
、透明基板５から出射する。
　しかしながら、図１に示すように、表示装置内部で発生した光は、屈折率の異なる隣接
層界面に入射する角度によっては全反射を起こし、表示装置内部を導波してしまい外部に
取り出すことができない（図１のＬｂ、Ｌｃの光）。この導波する光の割合は隣接層との
相対屈折率で決まり、一般的な有機ＥＬ表示装置（空気（ｎ＝１．０）／透明基板（ｎ＝
１．５）／透明電極（ｎ＝２．０）／有機層（ｎ＝１．７）／背面電極）の場合には、大
気（空気）に放出されず表示装置内部を導波する光の割合は約８１％となる。すなわち、
発光量全体の約１９％しか有効に利用できないこととなる。
【０００５】
　このため、光取出し効率を向上させるには、（ａ）透明基板／空気界面で全反射し「有
機層＋透明電極＋透明基板」を導波する光（図１のＬｂ）を取り出す、（ｂ）透明電極／
透明基板界面で全反射し「有機層＋透明電極」を導波する光（図１のＬｃ）を取り出す施
策が必須である。
　これらのうち、（ａ）に関しては、透明基板表面に凹凸を形成し、透明基板／空気界面
での全反射を防ぐ方法が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
　また、（ｂ）に関しては、透明電極／透明基板界面や発光層／隣接層界面を回折格子状
に加工する方法（例えば、特許文献２及び３参照）が提案されている。さらに、積層され
た有機層間の界面を凹凸に加工して発光効率を増加させる方法（例えば、特許文献４参照
）も提案されている。例えば、上記の発光層／隣接層界面に回折格子を形成する方法は、
隣接層が導電性媒体からなり、回折格子の凹凸の深さは発光層の厚みに対して４０％程度
で、凹凸のピッチと深さを特定の関係にすることで、導波光を取り出すものである。また
、有機層間の界面に凹凸を形成する方法は、凹凸を挟んで隣接する層が導電性媒体からな
り、発光層の厚みに対する深さが２０％程度、界面の傾斜角が３０°程度の凹凸を有機層
間の界面に形成し、有機層同士の接合界面を大きくすることで発光効率を増大させるもの
である。
　しかしながら、上記方法は加工が難しく、また、通電時に絶縁破壊を起こし易い等の問
題があり、有用な光の取出し方法の更なる開拓が発光表示装置の高効率化のために望まれ
る。
【０００６】
　これらの問題を解決する一つの手段として、例えば有機ＥＬ面発光体の表面に光拡散層
を付与することで、取出し効率を改善する手段が提案されている。（例えば、特許文献５
～９参照）しかしながら、表面で光散乱を起こすと、光の滲みが大きくなり、解像度が劣
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化するという問題があった。なお、特許文献８のエレクトロルミネッセンス素子には、低
屈折率層が設けられているものの、光取出し効率が十分でなく、画像ボケを防止すること
ができないという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第４７７４４３５号明細書
【特許文献２】特開平１１－２８３７５１号公報
【特許文献３】特開２００２－３１３５５４号公報
【特許文献４】特開２００２－３１３５６７号公報
【特許文献５】特開２００３－１０９７４７号公報
【特許文献６】特開２００３－１７３８７７号公報
【特許文献７】特開平１１－３２９７４２号公報
【特許文献８】特開２００４－２９６４３７号公報
【特許文献９】米国特許ＵＳ２００９－００１５１４２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、有機エレクトロルミネッセンス表示装置の光取出し効率を向上させ、
画像ボケを少なくすることができる光学部材及び該光学部材を備えた有機エレクトロルミ
ネッセンス表示装置を提供することを目的とする。特に、「有機層＋透明電極」を導波す
る有機エレクトロルミネッセンス表示装置の光取出し効率を向上させ、画像ボケを少なく
することができる光学部材及び該光学部材を備えた有機エレクトロルミネッセンス表示装
置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記課題を解決するための手段としては以下の通りである。即ち、
　＜１＞　バリア層付き透明基板と、低屈折率層と、光拡散層と、をこの順で有し、前記
光拡散層は、バインダー樹脂を少なくとも含むマトリックス材中に、光散乱粒子が分散さ
れてなり、前記低屈折率層の厚みが１．２μｍ以上であり、有機エレクトロルミネッセン
ス表示装置に用いられることを特徴とする光学部材である。
　＜２＞　光拡散層が、さらに着色剤を含み、カラーフィルターとして機能する前記＜１
＞に記載の光学部材である。
　＜３＞　光散乱粒子が、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、ＺｎＯ及びＳｎＯ２の中から選択される
少なくとも１種の無機微粒子を含む前記＜１＞から＜２＞のいずれかに記載の光学部材で
ある。
　＜４＞　光散乱粒子の屈折率が２．１以上であり、マトリックス材の屈折率が１．６以
下である前記＜１＞から＜３＞のいずれかに記載の光学部材である。
　＜５＞　光散乱粒子の平均粒径が、２．０μｍ以下である前記＜１＞から＜４＞のいず
れかに記載の光学部材である。
　＜６＞　光散乱粒子の平均粒径が、０．２μｍ以上０．５μｍ以下である前記＜５＞に
記載の光学部材である。
　＜７＞　光拡散層の厚みが、２．０μｍ以上１０．０μｍ以下である前記＜１＞から＜
６＞のいずれかに記載の光学部材である。
　＜８＞　低屈折率層の屈折率が、１．４５以下である前記＜１＞から＜７＞のいずれか
に記載の光学部材である。
　＜９＞　低屈折率層が、中空シリカを含む前記＜８＞に記載の光学部材である。
　＜１０＞　前記＜１＞から＜９＞のいずれかに記載の光学部材を備えることを特徴とす
る有機エレクトロルミネッセンス表示装置である。
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　＜１１＞　接着層をさらに備え、前記接着層の屈折率が１．５以上１．９以下である前
記＜１０＞に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置である。
　＜１２＞　接着層の屈折率が、１．６５以上１．９以下である前記＜１１＞に記載の有
機エレクトロルミネッセンス表示装置である。
　＜１３＞　接着層の厚みが、１０μｍ以下である前記＜１１＞から＜１２＞のいずれか
に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、従来における前記諸問題を解決し、前記目的を達成することができ、
有機エレクトロルミネッセンス表示装置の光取出し効率を向上させ、画像ボケを少なくす
ることができる光学部材及び該光学部材を備えた有機エレクトロルミネッセンス表示装置
を提供することができる。
　背景技術で述べたように、自発光表示装置の光取出し効率が低い原因は、表示装置内部
で発生した光が、屈折率の異なる隣接層界面に入射する角度が大きいときに全反射を起こ
し、表示装置内部を導波してしまい外部に取り出すことができないことによる。
　これに対し、バインダー樹脂と光散乱粒子とを含む光拡散層を有機ＥＬ表示装置中に導
入することで、これらの光を外部に取り出すことができるようになる。これは、全反射に
より層内を導波していた光の進む方向を、光散乱の作用によって曲げることで実現される
。
　このとき、マトリックス材（光拡散層の構成成分から光散乱粒子を除いたもの）の屈折
率を、有機エレクトロルミネッセンス表示装置における有機発光層の屈折率と同等以上の
大きさにすることで、有機発光層を含む高屈折率層内で導波する光を取り出すことが可能
となる。
　また、このとき、上部電極の上で光散乱させることで、発光点と散乱位置の距離を近づ
けることができ、光散乱による画像の解像度の劣化を抑制することができる。さらに、よ
り光取出し効率を上げるためには、光散乱が起こる回数を増やすことが好ましい。このた
めには、有機発光層を含む高屈折率層内での全反射の回数を増やすことが好ましく、これ
は、有機発光層を含む高屈折率層を薄層化することで実現される。
　また、マトリックス材の屈折率を有機発光層よりも低くし、光散乱粒子の屈折率を有機
発光層と同等の大きさにすることでも光取出し効率を上げることができる。この場合、全
反射は上部電極と光拡散層との界面で起こるが、この界面に高屈折率の光散乱粒子が接触
することで、この接触箇所で光散乱が生じ、全反射している光を外部に取り出すことがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、自発光表示装置における光取出し効率低下の原因を説明する図である。
【図２】図２は、本発明の光学部材の基本構成を示す概略図である。
【図３】図３は、本発明の有機ＥＬ表示装置の基本構成を示す概略図である。
【図４】図４は、画像ボケ評価方法を説明する図である（その１）。
【図５】図５は、画像ボケ評価方法を説明する図である（その２）。
【図６】図６は、画像ボケ評価方法を説明する図である（その３）。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
（光学部材）
　本発明の光学部材は、少なくとも、バリア層付き透明基板と、低屈折率層と、光拡散層
と、を有し、さらに必要に応じて、その他の部材を有する。
【００１３】
　図２は、本発明の光学部材の基本構成を示す概略図である。図２において、光学部材１
１は、バリア層付き透明基板２０と、低屈折率層５０と、光拡散層３０とを、この順に有
する。なお、バリア層（不図示）は、透明基板の低屈折率層５０側及びその反対側の少な
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くともいずれかに設けられていればよい。
【００１４】
＜バリア層付き透明基板＞
　バリア層付き透明基板２０は、透明基材フィルムと、バリア層とを少なくとも有し、さ
らに必要に応じて、その他の層を有する。その他の層の例としては、マット剤層、保護層
、耐溶剤層、帯電防止層、平滑化層、密着改良層、遮光層、反射防止層、ハードコート層
、応力緩和層、防曇層、防汚層、被印刷層、易接着層などが挙げられる。
【００１５】
＜＜透明基材フィルム＞＞
　バリア層付き透明基板２０における透明基材フィルムとしては、特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができ、例えば、透明樹脂フィルム、透明樹脂板、透明樹脂シ
ート、などが挙げられる。
　前記透明樹脂フィルムとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）フィルム（屈折率１．４８）、ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）フィルム
、ジアセチレンセルロースフィルム、アセテートブチレートセルロースフィルム、ポリエ
ーテルサルホンフィルム、ポリアクリル系樹脂フィルム、ポリウレタン系樹脂フィルム、
ポリエステルフィルム、ポリカーボネートフィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエーテ
ルフィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリエーテルケトンフィルム、（メタ）アク
リルニトリルフィルム、などが挙げられる。また、前記透明樹脂フィルムの厚さは、通常
２５μｍ～１，０００μｍ程度である。
　透明基材フィルムとして好ましく用いられるトリアセチルセルロースの屈折率は、１．
４８である。
【００１６】
＜＜バリア層＞＞
　前記バリア層としては、大気中の酸素、水分、窒素酸化物、硫黄酸化物、オゾン等の透
過を防ぐという機能を有する限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きる。
　前記バリア層の材料としては、水分や酸素等の素子劣化を促進するものが素子内に入る
ことを抑止する機能を有しているものであればよい。前記バリア層の材料の具体例として
は、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎｉ等の金属、ＭｇＯ、ＳｉＯ
、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＧｅＯ、ＮｉＯ、ＣａＯ、ＢａＯ、Ｆｅ２Ｏ３

、Ｙ２Ｏ３、ＴｉＯ２等の金属酸化物、ＳｉＮ等の金属窒化物、ＳｉＯＮ等の金属酸窒化
物、ＭｇＦ２、ＬｉＦ、ＡｌＦ３、ＣａＦ２等の金属フッ化物、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリメチルメタクリレート、ポリイミド、ポリウレア、ポリテトラフルオロエチ
レン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリジクロロジフルオロエチレン、クロロトリ
フルオロエチレンとジクロロジフルオロエチレンとの共重合体、テトラフルオロエチレン
と少なくとも１種のコモノマーとを含むモノマー混合物を共重合させて得られる共重合体
、共重合主鎖に環状構造を有する含フッ素共重合体、吸水率１％以上の吸水性物質、吸水
率０．１％以下の防湿性物質、などが挙げられる。
　前記バリア層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、５ｎｍ～１０００ｎｍが好ましく、７ｎｍ～７５０ｎｍがより好ましく、１０ｎｍ
～５００ｎｍが特に好ましい。
　前記バリア層の厚みが、５ｎｍ未満であると、大気中の酸素および水分の透過を防ぐバ
リア機能が不充分であることがあり、１０００ｎｍを超えると、光線透過率が低下し透明
性を損なうことがある。
　また、前記バリア層の光線透過率は、通常、８０％以上であり、８５％以上が好ましく
は、９０％以上がより好ましい。
　前記バリア層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、真空蒸着法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、ＭＢＥ（分子
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線エピタキシ）法、クラスターイオンビーム法、イオンプレーティング法、プラズマ重合
法（高周波励起イオンプレーティング法）、プラズマＣＶＤ法、レーザーＣＶＤ法、熱Ｃ
ＶＤ法、ガスソースＣＶＤ法、コーティング法、などが挙げられる。
【００１７】
＜光拡散層＞
　前記光拡散層は、少なくとも、バインダー樹脂と、光散乱粒子とを含み、着色剤、さら
に必要に応じてその他の成分を含む。
　前記光拡散層を後述するカラーフィルターとして機能させる場合は、前記光拡散層が着
色剤を含む。
　例えば、図２に示すように、光拡散層３０は、バインダー樹脂及び着色剤４２を含むマ
トリックス材３１（光拡散層３０の構成成分から光散乱粒子４１を除いた部分）中に、光
散乱粒子４１が分散されている。光拡散層３０は、複数の層からなっていてもよい。また
、光散乱粒子４１として、２種類以上の粒子を用いてもよい。
　マトリックス材３１と光散乱粒子４１とのそれぞれの屈折率及び粒子サイズを調整する
ことにより、散乱光プロファイル及びヘイズ値を調整する。
【００１８】
　光拡散層３０における光散乱粒子４１の屈折率は、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができるが、マトリックス材３１との屈折率差が０．０５以上になり、十分
な散乱量が得られる点で、２．１以上が好ましく、２．１５以上がより好ましく、２．２
以上が特に好ましい。光拡散層３０の屈折率を高くすることで、優れた光取出し効率の向
上効果が得られる。
【００１９】
　光拡散層３０の厚さとしては、乾燥膜厚で０．５μｍ～５０μｍ程度である限り、特に
制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、１μｍ～２０μｍが好ましく、
２μｍ～１０μｍがより好ましく、３μｍ～７μｍが特に好ましい。
【００２０】
＜＜光散乱粒子＞＞
　光散乱粒子４１は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、光拡
散層３０全体を構成するマトリックス材３１との屈折率の差が０．０２以上であることが
好ましい。前記屈折率差が０．０２未満であると、マトリックス材３１と光散乱粒子４１
との屈折率の差が小さすぎて、光拡散効果が得られないことがある。本発明では、光取出
し効率を上げるために、界面で全反射する光を拡散させることが必要である。拡散効果が
大きければ大きい程、光取出し効率は向上する。
【００２１】
　光散乱粒子４１は、１種類の粒子のみを用いてもよく、また、複数の種類の粒子を組み
合わせて用いてもよい。
【００２２】
　光散乱粒子４１の種類は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、有
機微粒子であっても、無機微粒子であってもよい。
　前記有機微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ポリメチルメタクリレートビーズ、アクリル－スチレン共重合体ビーズ、メラミン
ビーズ、ポリカーボネートビーズ、スチレンビーズ、架橋ポリスチレンビーズ、ポリ塩化
ビニルビーズ、ベンゾグアナミン－メラミンホルムアルデヒドビーズ、などが挙げられる
。
　前記無機微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ＳｉＯ２（例えば、アモルファスシリカ系ビーズ）、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、Ａｌ２

Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３、等が用いられる。
　光散乱粒子４１の平均粒径は、散乱量が十分に得られ、且つ光散乱の指向性がほぼ等方
散乱になる点で、２．０μｍ以下が好ましく、０．２μｍ以上０．５μｍ以下がより好ま
しい。等方散乱に近い散乱指向性にすることで、より多くの光を取り出すことができる。
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　なお、前記平均粒径は、光拡散層を形成する前の光散乱粒子が分散したマトリックス材
を調合する際の、光散乱粒子の懸濁液を粒度分布計に通して粒度分布を測定した。粒度分
布計は、日機装株式会社のＭＩＣＲＯＴＥＣ粒度分布計型式「９２３０　ＵＰＡ」を使用
した。測定された粒度分布から粒子径と頻度と累積比率のデータが得られる。このデータ
から粒子径をほぼ球状粒子の径であるとみなして数平均粒径を平均粒径とした。
【００２３】
　上記のような光散乱粒子４１の場合には、マトリックス材３１中で光散乱粒子４１が沈
降しやすいので、沈降防止のためにシリカ等の無機フィラーを添加してもよい。なお、無
機フィラーは添加量が増すほど、光散乱粒子４１の沈降防止に有効であるが、塗膜の透明
性に悪影響を与える。したがって、好ましくは、粒径０．５μｍ以下の無機フィラーを、
マトリックス材３１に対して塗膜の透明性を損なわない程度に、０．１質量％未満程度含
有させるとよい。
【００２４】
＜＜バインダー樹脂＞＞
　マトリックス材３１に含まれるバインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じ
て適宜選択することができ、例えば、アクリル系共重合体などが挙げられ、飽和炭化水素
又はポリエーテルを主鎖として有するポリマーが好ましく、飽和炭化水素を主鎖として有
するポリマーがより好ましい。また、バインダー樹脂は、架橋していることが好ましい。
前記飽和炭化水素を主鎖として有するポリマーは、エチレン性不飽和モノマーの重合反応
により得られたものが好ましい。架橋しているバインダー樹脂を得るためには、２個以上
のエチレン性不飽和基を有するモノマーを用いることが好ましい。
【００２５】
　前記２個以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーとしては、特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができ、例えば、多価アルコールと（メタ）アクリル酸とのエ
ステル（例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，４－ジクロヘキサン
ジアクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート）、ペンタエリスリ
トールトリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、
トリメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレー
ト、１，２，３－シクロヘキサンテトラメタクリレート、１，３，５－シクロヘキサント
リオールトリメタクリレート、ポリウレタンポリアクリレート、ポリエステルポリアクリ
レート）、ビニルベンゼンの誘導体（例、１，４－ジビニルベンゼン、４－ビニル安息香
酸－２－アクリロイルエチルエステル、１，４－ジビニルシクロヘキサノン）、ビニルス
ルホン（例えば、ジビニルスルホン）、アクリルアミド（例えば、メチレンビスアクリル
アミド）、メタクリルアミド、などが挙げられる。これらの中でも、少なくとも３つの官
能基を有するアクリレート又はメタアクリレートモノマー、少なくとも５つの官能基を有
するアクリレートモノマーが、膜硬度、即ち耐傷性の点で好ましく、ジペンタエリスリト
ールペンタアクリレートとジペンタエリスリトールヘキサアクリレートとの混合物（市販
品）がより好ましい。上記モノマーは２種以上併用してもよい。尚、本明細書においては
、「（メタ）アクリレート」は「アクリレート又はメタクリレート」を表す。
【００２６】
　これらのエチレン性不飽和基を有するモノマーは、各種の重合開始剤その他添加剤と共
に溶剤に溶解、塗布、乾燥後、光、電離放射線又は熱による重合反応により硬化すること
ができる。
【００２７】
　２個以上のエチレン性不飽和基を有するモノマーの代わり又はそれに加えて、架橋性官
能基の反応により、架橋構造をバインダー樹脂に導入してもよい。
　前記架橋性官能基としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、イソシアナート基、エポキシ基、アジリジン基、オキサゾリン基、アルデヒド基
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、カルボニル基、ヒドラジン基、カルボキシル基、メチロール基、活性メチレン基、など
が挙げられる。前記架橋性官能基は、ブロックイソシアナート基のように、分解反応の結
果として架橋性を示す官能基であってもよい。すなわち、前記架橋性官能基は、すぐには
反応を示すものではなくとも、分解した結果、反応性を示すものであってもよい。これら
架橋性官能基を有するバインダー樹脂は塗布後、加熱することによって架橋構造を形成す
ることができる。
　また、前記架橋構造を導入するためのモノマーとしては、特に制限はなく、目的に応じ
て適宜選択することができ、例えば、ビニルスルホン酸、酸無水物、シアノアクリレート
誘導体、メラミン、エーテル化メチロール、エステル、ウレタン、テトラメトキシシラン
のような金属アルコキシド、などが挙げられる。
【００２８】
　マトリックス材３１は、前記バインダー樹脂に加えて、これに高屈折率を有するモノマ
ー及び／又は高屈折率を有する金属酸化物超微粒子等から形成されることが好ましい。前
記高屈折率モノマーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ビス（４－メタクリロイルチオフェニル）スルフィド、ビニルナフタレン、ビニ
ルフェニルスルフィド、４－メタクリロキシフェニル－４’－メトキシフェニルチオエー
テル、などが挙げられる。
　前記高屈折率を有する金属酸化物超微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、例えば、ジルコニウム（Ｚｒ）、チタン（Ｔｉ）、アルミニ
ウム（Ａｌ）、インジウム（Ｉｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、錫（Ｓｎ）及びアンチモン（Ｓｂ）
から選択される少なくとも１種の金属の酸化物からなり、粒径が１００ｎｍ以下の微粒子
が好ましく、粒径が５０ｎｍ以下の微粒子がより好ましく、具体的には、ＺｒＯ２、Ｔｉ
Ｏ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３、ＩＴＯ、などが挙げら
れる。これらの中でも、ＺｒＯ２が好ましい。
　前記高屈折率モノマーや前記高屈折率を有する金属酸化物超微粒子の添加量としては、
マトリックス材３１の全質量の１０質量％～９０質量％が好ましく、２０質量％～８０質
量％がより好ましい。
【００２９】
　マトリックス材３１とバリア層付き透明基板２０における透明基材フィルムとが接する
場合、マトリックス材３１を形成するための塗布液の溶剤は、防眩性の発現及び支持体と
防眩層間との密着性の両立を図るために、透明基材フィルム（例えば、トリアセチルセル
ロース支持体）を溶解する少なくとも１種以上の溶剤と、透明基材フィルムを溶解しない
少なくとも１種以上の溶剤から構成する。透明基材フィルムを溶解しない溶剤のうちのす
くなくとも１種が、透明基材フィルムを溶解する溶剤うちの少なくとも１種よりも高沸点
であることが好ましい。透明基材フィルムを溶解しない溶剤のうち最も沸点の高い溶剤と
、透明基材フィルムを溶解する溶剤のうち、最も沸点の高い溶剤との沸点温度差が３０℃
以上であることが好ましく、５０℃以上であることがより好ましい。
【００３０】
　透明基材フィルムを溶解する溶剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、ジブチルエーテル、ジメトキシメタン、ジメトキシエタン、ジエトキシエ
タン、プロピレンオキシド、１，４－ジオキサン、１，３－ジオキソラン、１，３，５－
トリオキサン、テトラヒドロフラン、アニソール及びフェネトール等の炭素数が３～１２
のエーテル類；アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、ジプロピルケトン、ジ
イソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メチルシクロヘキサノン、メ
チルシクロヘキサノン等の炭素数が３～１２のケトン類；蟻酸エチル、蟻酸プロピル、蟻
酸ｎ－ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、プロピオン酸メチル、プロピオン醸エチル、
酢酸ｎ－ペンチル、γ－プチロラクトン等の炭素数が３～１２のエステル類；２－メトキ
シ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸メチル、２－エトキシ酢酸エチル、２－エトキシプロピ
オン酸エチル、２－メトキシエタノール、２－プロポキシエタノール、２－ブトキシエタ
ノール、１，２－ジアセトキシアセトン、アセチルアセトン、ジアセトンアルコール、ア
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セト酢酸メチル、アセト酢酸エチル等の２種類以上の官能基を有する有機溶媒、などが挙
げられる。中でも、ケトン系溶剤が好ましい。また、これらは１種単独又は２種以上を組
み合わせて用いることができる。
【００３１】
　透明基材フィルムを溶解しない溶剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、メタノール、エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、１－
ブタノール、２－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、１－ペンタノール、２－メチル－
２－ブタノール、シクロヘキサノール、酢酸イソブチル、メチルイソブチルケトン、２－
オクタノン、２－ペンタノン、２－ヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ペンタノン、３－
ヘプタノン、４－ヘプタノン、などが挙げられる。また、これらは１種単独又は２種以上
を組み合わせて用いることができる。
【００３２】
　透明基材フィルムを溶解する溶剤の総量（Ａ）と、透明基材フィルムを溶解しない溶剤
の総量（Ｂ）の質量割合（Ａ／Ｂ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、５／９５～５０／５０が好ましく、１０／９０～４０／６０がより好
ましくは、１５／８５～３０／７０が特に好ましい。
【００３３】
　前記バインダー樹脂が含まれるマトリックス材３１の材料としては、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができ、主として、紫外線・電子線・熱のいずれかによっ
て硬化する樹脂、即ち、光硬化型樹脂、電離放射線硬化型樹脂、熱硬化型樹脂、などが挙
げられる。また、前記マトリックス材の材料としては、これらの硬化型樹脂に熱可塑性樹
脂と溶剤を混合したものであってもよい。
【００３４】
　前記光硬化型樹脂の硬化方法としては、前記光硬化型樹脂の通常の硬化方法、即ち、紫
外線の照射によって硬化することができる。また、電離放射線型硬化型樹脂の硬化方法と
しては、前記電離放射型硬化型樹脂の通常の硬化方法、即ち、電子線の照射によって硬化
することができる。
【００３５】
　例えば、電子線硬化の場合には、コックロフワルトン型、バンデグラフ型、共振変圧型
、絶縁コア変圧器型、直線型、ダイナミトロン型、高周波型等の各種電子線加速器から放
出される５０～１，０００ｋｅＶ、好ましくは１００～３００ｋｅＶのエネルギーを有す
る電子線等が使用され、紫外線硬化の場合には超高圧水銀灯、高圧水銀灯、低圧水銀灯、
カーボンアーク、キセノンアーク、メタルハライドランプ等の光線から発する紫外線等が
利用できる。
【００３６】
＜低屈折率層＞
　前記低屈折率層としては、厚みが１．２μｍ以上である限り、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができる。前記低屈折率層の厚みが１．２μｍ未満であると、有
機エレクトロルミネッセンスの光取出し効率を向上させ、画像ボケを少なくすることがで
きない。
　図３に示すように、低屈折率層５０は、光取出し効率向上機能を付与する目的で、バリ
ア層付き透明基板２０と光拡散層３０の間に設けられる。低屈折率層５０による光取出し
効率向上効果は、光拡散層３０と組み合わせることで得られる。
　前記低屈折率層の厚みは、光干渉性による輝度ムラを回避することができる点で、λ／
４程度よりも大きい方が好ましい。
　低屈折率層５０の屈折率は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、空気との屈折率差が０．４５以下となり、全反射を抑制できる点で、１．４５以下が
好ましく、１．３０～１．４５がより好ましい。
【００３７】
　低屈折率層５０の材質としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
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き、熱硬化性又は光硬化型の架橋性含フッ素化合物が硬化した含フッ素樹脂、などが挙げ
られる。
　前記含フッ素樹脂を用いた低屈折率層は、フッ化マグネシウムやフッ化カルシウムを用
いた低屈折率層に比べ、最外層として用いても耐傷性に優れている。
　熱硬化性又は光硬化型の架橋性含フッ素化合物の屈折率としては、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができるが、１．３０以上１．４５以下が好ましい。
　硬化した含フッ素樹脂の動摩擦係数としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、０．０３～０．１５が好ましい。
　硬化した含フッ素樹脂の水に対する接触角としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、９０～１２０度が好ましい。
　このような架橋性含フッ素化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、パーフルオロアルキル基含有シラン化合物（例えば（ヘプタデカ
フルオロ－１，１，２，２－テトラデシル）トリエトキシシラン）、含フッ素モノマーと
架橋性基付与のためのモノマーとを構成単位とする含フッ素共重合体、などが挙げられる
。
【００３８】
　前記含フッ素モノマー単位としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、フルオロオレフィン類（例えば、フルオロエチレン、ビニリデンフルオ
ライド、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン
、パーフルオロ－２，２－ジメチル－１，３－ジオキソール、など）、（メタ）アクリル
酸の部分又は完全フッ素化アルキルエステル誘導体類（例えば、ビスコート６ＦＭ（大阪
有機化学製）、Ｍ－２０２０（ダイキン製）、等）、完全又は部分フッ素化ビニルエーテ
ル類、などが挙げられる。
【００３９】
　前記架橋性基付与のためのモノマーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、グリシジルメタクリレートのように分子内にあらかじめ架橋性
官能基を有する（メタ）アクリレートモノマー；カルボキシル基、ヒドロキシル基、アミ
ノ基、スルホン酸基、等を有する（メタ）アクリレートモノマー（例えば（メタ）アクリ
ル酸、メチロール（メタ）アクリレート、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、ア
リルアクリレート等）；などが挙げられる。カルボキシル基、ヒドロキシル基、アミノ基
、スルホン酸基、等を有する（メタ）アクリレートモノマーは、共重合の後、架橋構造を
導入できることが特開平１０－２５３８８号公報及び特開平１０－１４７７３９号公報に
開示されている。
【００４０】
　また、低屈折率層には、前記含フッ素モノマーと前記架橋性基付与のためのモノマーと
の共重合体だけでなく、前記含フッ素モノマーと前記架橋性基付与のためのモノマーとに
その他のモノマーが共重合したポリマーを用いてもよい。前記その他のモノマーとしては
、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、オレフィン類（エチ
レン、プロピレン、イソプレン、塩化ビニル、塩化ビニリデン等）、アクリル酸エステル
類（アクリル酸メチル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸２－エチルヘ
キシル）、メタクリル酸エステル類（メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタク
リル酸ブチル、エチレングリコールジメタクリレート等）、スチレン誘導体（スチレン、
ジビニルベンゼン、ビニルトルエン、α－メチルスチレン等）、ビニルエーテル類（メチ
ルビニルエーテル等）、ビニルエステル類（酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、桂皮酸ビ
ニル等）、アクリルアミド類（Ｎ－ｔｅｒｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ－シクロヘキシ
ルアクリルアミド等）、メタクリルアミド類、アクリロニトリル誘導体、などが挙げられ
る。
【００４１】
　低屈折率層５０に用いられる含フッ素樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、耐傷性を付与するために、平均粒径が０．１μｍ以下のＳｉ
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の酸化物超微粒子が好ましく、平均粒径が０．００１μｍ～０．０５μｍのＳｉの酸化物
超微粒子がより好ましい。光取出し効率向上の観点からは、含フッ素樹脂の屈折率が低い
ほど好ましいが、含フッ素樹脂の屈折率を下げていくと堅牢性が悪化する。そこで、含フ
ッ素樹脂の屈折率と、Ｓｉの酸化物超微粒子の添加量を最適化することにより、耐傷性と
低屈折率とのバランスをとることができる。Ｓｉの酸化物超微粒子としては、市販の有機
溶剤に分散されたシリカゾルをそのまま塗布液に添加しても、市販の各種シリカ紛体を有
機溶剤に分散して使用してもよい。また、Ｓｉ微粒子中に気泡を含有する中空シリカ粒子
を用いることで、さらなる低屈折率化を実現することができる。
【００４２】
　光学部材の好ましい実施形態は、該光学部材が、バリア層付き透明基板２０と、バリア
層付き透明基板２０上に形成された光拡散層３０とを有するフィルムであって、光拡散層
３０におけるマトリックス材３１内に、マトリックス材３１の屈折率と異なる屈折率の光
散乱粒子４１が分散してなり、マトリックス材３１の屈折率が１．６以下である。これに
よって、有機ＥＬ発光層における全反射の量が半分以下となる。この形態においては、光
拡散層３０のマトリックス材３１に、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２、及びＺｎＯの中か
ら選択される少なくとも１種の無機微粒子が含まれるのが好ましく、これによって、光拡
散層３０が光散乱性を有する高屈折率層となる。
【００４３】
　また、光学部材の別の好ましい実施形態は、該光学部材が、バリア層付き透明基板２０
と、バリア層付き透明基板２０上に形成された光拡散層３０とを含むフィルムであって、
光拡散層３０におけるマトリックス材３１内に、平均粒径５０ｎｍ～３００ｎｍのＺｒＯ

２、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２、及びＺｎＯから選ばれる少なくとも１種の微粒子を分散してな
り、これによって、光拡散層３０が光散乱性を有する高屈折率層となる。
【００４４】
＜着色剤＞
　前記着色剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
、有機顔料、有機色素、フラーレン、ポリジアセチレン、ポリイミド等の高分子有機材料
、芳香族炭化水素、脂肪族炭化水素（例えば、配向性を有する芳香族炭化水素若しくは脂
肪族炭化水素、又は昇華性を有する芳香族炭化水素若しくは脂肪族炭化水素）などからな
る有機粒子が挙げられる。中でも、有機顔料、有機色素、高分子有機材料が好ましく、有
機顔料がより好ましい。また、有機粒子は、単独で用いても、複数であっても、これらを
組み合わせたものであってもよい。
【００４５】
　前記有機顔料としては、色相的に限定されるものではなく、例えば、ペリレン、ペリノ
ン、キナクリドン、キナクリドンキノン、アントラキノン、アントアントロン、ベンズイ
ミダゾロン、ジスアゾ縮合、ジスアゾ、アゾ、インダントロン、フタロシアニン、トリア
リールカルボニウム、ジオキサジン、アミノアントラキノン、ジケトピロロピロール、チ
オインジゴ、イソインドリン、イソインドリノン、ピラントロン、シアニン若しくはイソ
ビオラントロン化合物顔料、それらの混合物、などが挙げられる。
【００４６】
　前記有機顔料の詳しい具体例としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１９０（Ｃ．Ｉ．番
号７１１４０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２４（Ｃ．Ｉ．番号７１１２７）、Ｃ．Ｉ
．ピグメントバイオレット２９（Ｃ．Ｉ．番号７１１２９）等のペリレン化合物顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントオレンジ４３（Ｃ．Ｉ．番号７１１０５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
１９４（Ｃ．Ｉ．番号７１１００）等のペリノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオ
レット１９（Ｃ．Ｉ．番号７３９００）、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット４２、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１２２（Ｃ．Ｉ．番号７３９１５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１９
２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０２（Ｃ．Ｉ．番号７３９０７）、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド２０７（Ｃ．Ｉ．番号７３９００、７３９０６）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０
９（Ｃ．Ｉ．番号７３９０５）等のキナクリドン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
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２０６（Ｃ．Ｉ．番号７３９００／７３９２０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４８（Ｃ
．Ｉ．番号７３９００／７３９２０）、若しくはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ４９（Ｃ．
Ｉ．番号７３９００／７３９２０）等のキナクリドンキノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー１４７（Ｃ．Ｉ．番号６０６４５）等のアントラキノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１６８（Ｃ．Ｉ．番号５９３００）等のアントアントロン化合物顔料
、Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン２５（Ｃ．Ｉ．番号１２５１０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントバ
イオレット３２（Ｃ．Ｉ．番号１２５１７）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０（Ｃ．
Ｉ．番号２１２９０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８１（Ｃ．Ｉ．番号１１７７７）
、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６２（Ｃ．Ｉ．番号１１７７５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１８５（Ｃ．Ｉ．番号１２５１６）等のベンズイミダゾロン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントイエロー９３（Ｃ．Ｉ．番号２０７１０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４（
Ｃ．Ｉ．番号２００３８）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９５（Ｃ．Ｉ．番号２００３４
）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２８（Ｃ．Ｉ．番号２００３７）、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１６６（Ｃ．Ｉ．番号２００３５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３４（Ｃ．
Ｉ．番号２１１１５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ１３（Ｃ．Ｉ．番号２１１１０）、
Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３１（Ｃ．Ｉ．番号２００５０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１４４（Ｃ．Ｉ．番号２０７３５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６（Ｃ．Ｉ．番号
２０７３０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２０（Ｃ．Ｉ．番号２００５５）、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド２２１（Ｃ．Ｉ．番号２００６５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４２
（Ｃ．Ｉ．番号２００６７）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２４８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド２６２、若しくはＣ．Ｉ．ピグメントブラウン２３（Ｃ．Ｉ．番号２００６０）等の
ジスアゾ縮合化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３（Ｃ．Ｉ．番号２１１００）
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー８３（Ｃ．Ｉ．番号２１１０８）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー１８８（Ｃ．Ｉ．番号２１０９４）等のジスアゾ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメント
レッド１８７（Ｃ．Ｉ．番号１２４８６）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７０（Ｃ．Ｉ．
番号１２４７５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４（Ｃ．Ｉ．番号１１７１４）、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１５０（Ｃ．Ｉ．番号４８５４５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
４８（Ｃ．Ｉ．番号１５８６５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３（Ｃ．Ｉ．番号１５５
８５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６４（Ｃ．Ｉ．番号１２７６０）、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド２４７（Ｃ．Ｉ．番号１５９１５）等のアゾ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメント
ブルー６０（Ｃ．Ｉ．番号６９８００）等のインダントロン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントグリーン７（Ｃ．Ｉ．番号７４２６０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６（Ｃ．Ｉ
．番号７４２６５）、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３７（Ｃ．Ｉ．番号７４２５５）、Ｃ
．Ｉ．ピグメントブルー１６（Ｃ．Ｉ．番号７４１００）、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー７
５（Ｃ．Ｉ．番号７４１６０：２）、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：６（Ｃ．Ｉ．番号
７４１６０）、若しくはＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３（Ｃ．Ｉ．番号７４１６０）
等のフタロシアニン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー５６（Ｃ．Ｉ．番号４２８０
０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６１（Ｃ．Ｉ．番号４２７６５：１）等のトリアリール
カルボニウム化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３（Ｃ．Ｉ．番号５１３１
９）、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３７（Ｃ．Ｉ．番号５１３４５）等のジオキサジ
ン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７（Ｃ．Ｉ．番号６５３００）等のアミノ
アントラキノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５４（Ｃ．Ｉ．番号５６１１０
）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２５５（Ｃ．Ｉ．番号５６１０５０）、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トレッド２６４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２７２（Ｃ．Ｉ．番号５６１１５０）、Ｃ．
Ｉ．ピグメントオレンジ７１、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ７３等のジケトピロロピロー
ル化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８８（Ｃ．Ｉ．番号７３３１２）等のチオイン
ジゴ化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９（Ｃ．Ｉ．番号５６２９８）、Ｃ．
Ｉ．ピグメントオレンジ６６（Ｃ．Ｉ．番号４８２１０）等のイソインドリン化合物顔料
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０９（Ｃ．Ｉ．番号５６２８４）、Ｃ．Ｉ．ピグメント
イエロー１８５（Ｃ．Ｉ．番号５６２９０）、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６１（Ｃ．Ｉ
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．番号１１２９５）等のイソインドリノン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４０
（Ｃ．Ｉ．番号５９７００）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２１６（Ｃ．Ｉ．番号５９７１
０）等のピラントロン化合物顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８等のキノフタロン
系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３１（６００１０）等のイソビオラントロン化
合物顔料、などが挙げられる。中でも、キナクリドン化合物顔料、ジケトピロロピロール
化合物顔料、ジオキサジン化合物顔料、フタロシアニン化合物顔料、アゾ化合物顔料が好
ましく、ジケトピロロピロール化合物顔料、ジオキサジン化合物顔料、フタロシアニン化
合物顔料がより好ましい。
【００４７】
　前記着色剤は、アクリル系樹脂、マレイン酸系樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニルコポリマ
ー、エチルセルロース樹脂、等に微分散させた粉末状加工顔料として用いることによって
、分散性及び分散安定性を良好なものとすることができる。
【００４８】
　次に、顔料の処理法について説明する。本発明においては、顔料をあらかじめ種々の樹
脂で処理しておくことが好ましい。すなわち、顔料は一般に合成後、種々の方法で乾燥が
行なわれ、通常は水媒体から乾燥させて粉末体として供給されるが、水が乾燥するには大
きな蒸発潜熱を必要とし、乾燥粉末とするには大きな熱エネルギーを与える。そのため、
顔料は一次粒子が集合した凝集体（二次粒子）を形成しているのが普通であり、かかる凝
集体を形成している顔料を微粒子に分散するのは容易ではないため、あらかじめ樹脂で処
理しておくことが望ましい。ここでの樹脂としては、後述のアルカリ可溶性樹脂が挙げら
れる。
【００４９】
　処理の方法としては、フラッシング処理やニーダー、エクストルーダー、ボールミル、
２本又は３本ロールミル等による混練方法がある。このうち、フラッシング処理や２本又
は３本ロールミルによる混練法が微粒子化に好適である。
　前記フラッシング処理は、通常顔料の水分散液と水と混和しない溶媒に溶解した樹脂溶
液を混合し、水媒体中から有機媒体中に顔料を抽出し、顔料を樹脂で処理する方法である
。この方法によれば、顔料の乾燥を経ることがないので、顔料の凝集を防ぐことができ、
分散が容易となる。また、上記の２本又は３本ロールミルによる混練では、顔料と樹脂又
は樹脂の溶液とを混合した後、高いシェア（せん断力）をかけながら、顔料と樹脂を混練
することによって顔料表面に樹脂をコーティングすることにより顔料を処理する方法であ
る。この過程で凝集していた顔料粒子はより低次の凝集体から一次粒子にまで分散される
。
【００５０】
　また、あらかじめアクリル樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル樹脂、マレイン酸樹脂、エチ
ルセルロース樹脂、ニトロセルロース樹脂等で処理した加工顔料として用いることもでき
る。この加工顔料の形態としては、樹脂と顔料が均一に分散している粉末、ペースト状、
ペレット状、ペースト状が好ましい。また、樹脂がゲル化した不均一な塊状のものは好ま
しくない。
【００５１】
　上記の顔料の分散性を向上させる目的で、従来公知の顔料分散剤や界面活性剤を併用す
ることができる。前記顔料分散剤や界面活性剤としては、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができ、例えば、フタロシアニン誘導体（エフカ社製のＥＦＫＡ－７４
５）、ソルスパース５０００（ゼネカ社製）；オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１（
信越化学工業社製）、（メタ）アクリル酸系（共）重合体ポリフローＮｏ．７５、Ｎｏ．
９０、Ｎｏ．９５（共栄社油脂化学工業社製）、Ｗ００１（裕商社製）等のカチオン系界
面活性剤；ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテ
ル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテ
ル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリエチレングリコールジラウレート
、ポリエチレングリコールジステアレート、ソルビタン脂肪酸エステル等のノニオン系界
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面活性剤；Ｗ００４、Ｗ００５、Ｗ０１７（裕商社製）等のアニオン系界面活性剤；ＥＦ
ＫＡ－４６、ＥＦＫＡ－４７、ＥＦＫＡ－４７ＥＡ、ＥＦＫＡポリマー１００、ＥＦＫＡ
ポリマー４００、ＥＦＫＡポリマー４０１、ＥＦＫＡポリマー４５０（以上、森下産業社
製）、ディスパースエイド６、ディスパースエイド８、ディスパースエイド１５、ディス
パースエイド９１００（サンノプコ社製）等の高分子分散剤；ソルスパース３０００、同
５０００、同９０００、同１２０００、同１３２４０、同１３９４０、同１７０００、同
２４０００、同２６０００、同２８０００などの各種ソルスパース分散剤（ゼネカ社製）
；アデカプルロニックＬ３１，同Ｆ３８，同Ｌ４２，同Ｌ４４，同Ｌ６１，同Ｌ６４，同
Ｆ６８，同Ｌ７２，同Ｐ９５，同Ｆ７７，同Ｐ８４，同Ｆ８７、同Ｐ９４，同Ｌ１０１，
同Ｐ１０３，同Ｆ１０８、同Ｌ１２１、同Ｐ－１２３（旭電化社製）、及びイソネットＳ
－２０（三洋化成社製）、などが挙げられる。
【００５２】
＜カラーフィルター＞
　前記カラーフィルターは、着色剤と光散乱粒子とを含有する硬化性組成物を硬化して得
ることができ、例えば、透明基板上、若しくはバリア層上に塗布し、マスクパターンを用
いて紫外線硬化することで、ＲＧＢ各色のパターンを形成することができる。また、画素
毎にインクジェット法を用いて形成することも可能である。
【００５３】
＜＜硬化性組成物＞＞
　前記硬化性組成物は、アルカリ可溶性樹脂、光散乱粒子、着色剤、感光性重合成分、及
び光重合開始剤を少なくとも含んでなり、一般には溶剤（以下、有機溶剤ともいう）を含
んでなるものである。前記硬化性組成物は、前記感光性重合成分及び前記光重合開始剤を
含有することでネガ型に構成することができ、さらに、膜の硬化度を向上させるための架
橋剤、他の成分を含有して構成することができる。感光性重合成分が重合されてバインダ
ー樹脂が形成される。
【００５４】
＜＜＜アルカリ可溶性樹脂＞＞＞
　前記アルカリ可溶性樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できるが、線状有機高分子重合体で、有機溶剤に可溶で弱アルカリ水溶液で現像できるも
のが好ましい。
【００５５】
　前記線状有機高分子重合体としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、特開昭５９－４４６１５号、特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－
１２５７７号、特公昭５４－２５９５７号、特開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７
１０４８号の各公報に記載されているような、メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合
体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マ
レイン酸共重合体等の側鎖にカルボン酸を有するポリマー、側鎖にカルボン酸を有する酸
性セルロース誘導体、などが挙げられる。上記のほか、水酸基を有するポリマーに酸無水
物を付加させたもの等も有用である。
【００５６】
　これらの中でも、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸共重合体、ベン
ジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーからなる多元共重合体、
が好ましい。また、水溶性ポリマーとして、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、ポリ
ビニルピロリドン、ポリエチレンオキサイド、ポリビニルアルコール等も有用である。ま
た、硬化膜の強度を上げる点では、アルコール可溶性ナイロン、２，２－ビス－（４－ヒ
ドロキシフェニル）－プロパンとエピクロルヒドリン等のポリエーテル、なども有用であ
る。これらのポリマーは任意の量で混合して用いることができる。
【００５７】
　また、特開平７－１４０６５４号公報に記載の、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アク
リレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合
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体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタクリレート
マクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロキシエチ
ルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタクリル酸
共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジ
ルメタクレート／メタクリル酸共重合体などが挙げられる。
【００５８】
　前記アルカリ可溶性樹脂としては、カルボキシル基を側鎖に有するものが好ましく、ま
た、露光後の現像性及び塗布性を良好に維持する観点から、酸価が３０～２００のものが
好ましい。
【００５９】
　以上のように、アルカリ可溶性樹脂は、一般にその多くはその共重合性モノマーに不飽
和カルボン酸を使用したアクリル系共重合体である。中でも、側鎖にポリアルキレンオキ
サイド鎖を有したアクリル系共重合体は、硬化性組成物を塗布液状に調製したときの液特
性を改良し、塗布配管内での液残りの問題が少なく、また、薄膜でかつ均一な厚さの塗膜
を得やすくなる点で好ましい。特に、広幅で大面積の基板への塗布に好適なスリット塗布
に対して得率が高く良好な塗膜を得ることができる。
【００６０】
　前記アルカリ可溶性樹脂の硬化性組成物中における総量としては、特に制限はなく、目
的に応じて適宜選択することができるが、全固形成分に対して５質量％～８０質量％が好
ましく、２０質量％～６０質量％がより好ましい。該総量が、５質量％以上であると、充
分な膜強度が得られ、８０質量％以下であると酸性分が多くなりすぎないために溶解性の
コントロールが容易であり、また相対的に顔料量が多くなるので充分な画像濃度が得られ
る。
【００６１】
　また、前記アルカリ可溶性樹脂は、前記硬化性組成物の架橋効率を向上させるために、
重合性基をアルカリ可溶性樹脂の側鎖に有してもよく、アリル基、（メタ）アクリル基、
アリルオキシアルキル基などを側鎖に含有したポリマー等も有用である。これら重合性基
を含有するポリマーの例を示すが、ＣＯＯＨ基、ＯＨ基、アンモニウム基等のアルカリ可
溶性基と炭素間不飽和結合とが含まれていればよい。
【００６２】
　前記アルカリ可溶性樹脂は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ＯＨ基を有する２－ヒドロキシエチルアクリレートと、ＣＯＯＨ基を含有するメ
タクリル酸と、これらと共重合可能なアクリル系若しくはビニル系化合物等のモノマーと
の共重合体に、ＯＨ基に対し反応性を有するエポキシ環と炭素間不飽和結合基を有する化
合物（例えばグリシジルアクリレートなどの化合物）を反応させて得られる化合物、など
が挙げられる。ＯＨ基との反応ではエポキシ環のほかに酸無水物、イソシアネート基、ア
クリロイル基を有する化合物も使用できる。また、特開平６－１０２６６９号公報、特開
平６－１９３８号公報に記載のエポキシ環を有する化合物にアクリル酸のような不飽和カ
ルボン酸を反応させて得られる化合物に、飽和若しくは不飽和多塩基酸無水物を反応させ
て得られる反応物も使用できる。ＣＯＯＨ基のようなアルカリ可溶化基と炭素間不飽和基
とを併せ持つ化合物としては、例えば、ダイヤナールＮＲシリーズ（三菱レイヨン（株）
製）；Ｐｈｏｔｏｍｅｒ　６１７３（ＣＯＯＨ基含有Ｐｏｌｙｕｒｅｔｈａｎｅ　ａｃｒ
ｙｌｉｃ　ｏｌｉｇｏｍｅｒ、Ｄｉａｍｏｎｄ　Ｓｈａｍｒｏｃｋ　Ｃｏ．Ｌｔｄ．，製
）；ビスコートＲ－２６４、ＫＳレジスト１０６（いずれも大阪有機化学工業（株）製）
；サイクロマーＰシリーズ、プラクセルＣＦ２００シリーズ（いずれもダイセル化学工業
（株）製）；Ｅｂｅｃｒｙｌ３８００（ダイセルユーシービー（株）製）、などが挙げら
れる。
【００６３】
＜＜＜光散乱粒子＞＞＞
　前記光散乱粒子の種類としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
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き、有機微粒子であっても、無機微粒子であってもよい。
　前記有機微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ポリメチルメタクリレートビーズ、アクリル－スチレン共重合体ビーズ、メラミン
ビーズ、ポリカーボネートビーズ、スチレンビーズ、架橋ポリスチレンビーズ、ポリ塩化
ビニルビーズ、ベンゾグアナミン－メラミンホルムアルデヒドビーズ、などが挙げられる
。
　前記無機微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、Ｓ
ｉＯ２、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３

、などが挙げられる。
　前記光散乱粒子は、平均粒径５０ｎｍ～３００ｎｍのＺｒＯ２、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２、
及びＺｎＯから選ばれる少なくとも１種の微粒子であることが好ましい。
【００６４】
＜＜＜着色剤＞＞＞
　前記着色剤は、前述した通りである。
　前記着色剤の硬化性組成物中における総量としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、該組成物中の質量に対して、２０～６０質量％が好まし
く、３０～５５質量％がより好ましく、３５～５０質量％がさらに好ましい。なお、着色
剤を構成する材料の比率は、色相などの目的に応じて適宜選択することができる。
【００６５】
＜＜＜感光性重合成分＞＞＞
　前記感光性重合成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し、常圧下で１００℃以
上の沸点を持つ化合物が好ましく、中でも４官能以上のアクリレート化合物がより好まし
い。
【００６６】
　前記「少なくとも１個の付加重合可能なエチレン性不飽和基を有し、常圧下で１００℃
以上の沸点を持つ化合物」としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリ
コールモノ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート等の単官能の
アクリレートやメタアクリレート；ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ヘキサ
ンジオール（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（アクリロイルオキシプ
ロピル）エーテル、トリ（アクリロイロキシエチル）イソシアヌレート、グリセリンやト
リメチロールエタン等の多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイド
を付加させた後（メタ）アクリレート化したもの、ペンタエリスリトール又はジペンタエ
リスリトールのポリ（メタ）アクリレート化したもの、特公昭４８－４１７０８号、特公
昭５０－６０３４号、特開昭５１－３７１９３号各公報に記載されているようなウレタン
アクリレート類、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭５２－
３０４９０号各公報に記載のポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と（メタ）アク
リル酸の反応生成物であるエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレートやメタアク
リレート、などが挙げられる。さらに、日本接着協会誌Ｖｏｌ．２０、Ｎｏ．７、３００
～３０８頁に光硬化性モノマー及びオリゴマーとして紹介されているものも使用できる。
【００６７】
　また、前記多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを付加させ
た後（メタ）アクリレート化した化合物として、特開平１０－６２９８６号公報において
その具体例と共に一般式（１）又は（２）として記載されたものを、感光性重合成分とし
て用いることができる。
【００６８】



(18) JP 2010-198735 A 2010.9.9

10

20

30

40

50

　中でも、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトー
ルヘキサ（メタ）アクリレート、及びこれらのアクリロイル基が、エチレングリコール、
プロピレングリコール残基を介している構造が好ましい。
【００６９】
　また、オリゴマータイプも好適であり、モノマーの繰り返し単位が３～２０（好ましく
は３～１０）であるアクリル系オリゴマーが好ましい。
【００７０】
　感光性重合成分としてアクリル系オリゴマーを用いた場合には、露光感度が大きく、重
合強度が大きくなるので、現像液で現像処理する際のパターンの剥離が起こり難くなり、
現像での適性時間が広がる、つまり現像ラチチュードを拡げることができる。
　なお、上記した感光性重合成分は、１種単独のみならず２種以上を組合わせて使用する
ことができる。
【００７１】
＜＜＜光重合開始剤＞＞＞
　前記光重合開始剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ハロメチルオキサジアゾールやハロメチル－ｓ－トリアジン等の活性ハロゲン化
合物、３－アリール置換クマリン化合物、少なくとも１種のロフィン二量体、などが挙げ
られる。中でも、ハロメチル－ｓ－トリアジン系化合物が好ましい。以下、これらの化合
物について詳述する。
【００７２】
　前記ハロメチルオキサジアゾール化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、２－ハロメチル－５－ビニル－１，３，４－オキサジアゾ
ール化合物、などが挙げられる。２－ハロメチル－５－ビニル－１，３，４－オキサジア
ゾール化合物の具体例としては、２－トリクロロメチル－５－スチリル－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ｐ－シアノスチリル）－１，３，４－オ
キサジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ｐ－メトキシスチリル）－１，３，４－
オキサジアゾール、などが挙げられる。
【００７３】
　前記ハロメチル－ｓ－トリアジン系化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、特公昭５９－１２８１号公報に記載のビニル－ハロメチ
ル－ｓ－トリアジン化合物、特開昭５３－１３３４２８号公報に記載の２－（ナフト－１
－イル）－４，６－ビス－ハロメチル－ｓ－トリアジン化合物、４－（ｐ－アミノフェニ
ル）－２，６－ジ－ハロメチル－ｓ－トリアジン化合物、などが挙げられる。
【００７４】
　前記ビニル－ハロメチル－ｓ－トリアジン化合物としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができ、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ｐ－メトキシス
チリル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（１－ｐ－ジメチル
アミノフェニル－１，３－ブタジエニル）－ｓ－トリアジン、２－トリクロロメチル－４
－アミノ－６－ｐ－メトキシスチリル－ｓ－トリアジン、等が挙げられる。
【００７５】
　前記２－（ナフト－１－イル）－４，６－ビス－ハロメチル－ｓ－トリアジン化合物と
しては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、２－（ナフト
－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシ
－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（４－
エトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２
－（４－ブトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリア
ジン、２－〔４－（２－メトキシエチル）－ナフト－１－イル〕－４，６－ビス－トリク
ロロメチル－ｓ－トリアジン、２－〔４－（２－エトキシエチル）－ナフト－１－イル〕
－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－〔４－（２－ブトキシエチル
）－ナフト－１－イル〕－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（２
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－メトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、
２－（６－メトキシ－５－メチル－ナフト－２－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチ
ル－ｓ－トリアジン、２－（６－メトキシ－ナフト－２－イル）－４，６－ビス－トリク
ロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（５－メトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス
－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（４，７－ジメトキシ－ナフト－１－イル）
－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（６－エトキシ－ナフト－２
－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、２－（４，５－ジメトキ
シ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス－トリクロロメチル－ｓ－トリアジン、などが挙
げられる。
【００７６】
　前記４－（ｐ－アミノフェニル）－２，６－ジ－ハロメチル－ｓ－トリアジン化合物と
しては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、４－〔ｐ－Ｎ
，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチ
ル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｏ－メチル－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル
）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｐ－Ｎ
，Ｎ－ジ（クロロエチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－ト
リアジン、４－〔ｏ－メチル－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（クロロエチル）アミノフェニル〕－２，
６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｐ－Ｎ－クロロエチルアミノフェ
ニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｐ－Ｎ－エトキシカ
ルボニルメチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、
４－〔ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（フェニル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）
－ｓ－トリアジン、４－（ｐ－Ｎ－クロロエチルカルボニルアミノフェニル）－２，６－
ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｐ－Ｎ－（ｐ－メトキシフェニル）カ
ルボニルアミノフェニル〕２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｍ
－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｍ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメ
チル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｍ
－クロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ
（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｍ－フロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシ
カルボニルメチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジ
ン、４－〔ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル〕
－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｏ－クロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－
ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノフェニル－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ
－トリアジン、４－〔ｏ－フロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニルメチル）アミノ
フェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｏ－ブロモ－ｐ
－Ｎ，Ｎ－ジ（クロロエチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ
－トリアジン、４－〔ｏ－クロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（クロロエチル）アミノフェニル〕－
２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｏ－フロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ
（クロロエチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン
、４－〔ｍ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（クロロエチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（
トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｍ－クロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（クロロエチ
ル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－〔ｍ－
フロロ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（クロロエチル）アミノフェニル〕－２，６－ジ（トリクロロメ
チル）－ｓ－トリアジン、４－（ｍ－ブロモ－ｐ－Ｎ－エトキシカルボニルメチルアミノ
フェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｍ－クロロ－ｐ
－Ｎ－エトキシカルボニルメチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、４－（ｍ－フロロ－ｐ－Ｎ－エトキシカルボニルメチルアミノフェニル
）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ－エ
トキシカルボニルメチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリ
アジン、４－（ｏ－クロロ－ｐ－Ｎ－エトキシカルボニルメチルアミノフェニル）－２，
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６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｏ－フロロ－ｐ－Ｎ－エトキシカ
ルボニルメチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、
４－（ｍ－ブロモ－ｐ－Ｎ－クロロエチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメ
チル）－ｓ－トリアジン、４－（ｍ－クロロ－ｐ－Ｎ－クロロエチルアミノフェニル）－
２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｍ－フロロ－ｐ－Ｎ－クロロ
エチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｏ
－ブロモ－ｐ－Ｎ－クロロエチルアミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、４－（ｏ－クロロ－ｐ－Ｎ－クロロエチルアミノフェニル）－２，６－
ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｏ－フロロ－ｐ－Ｎ－クロロエチルア
ミノフェニル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、などが挙げられる
。
【００７７】
　前記光重合開始剤には増感剤を併用することができる。前記増感剤としては、特に制限
はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、ベンゾイン、ベンゾインメチル
エーテル、ベンゾイン、９－フルオレノン、２－クロロ－９－フルオレノン、２－メチル
－９－フルオレノン、９－アントロン、２－ブロモ－９－アントロン、２－エチル－９－
アントロン、９，１０－アントラキノン、２－エチル－９，１０－アントラキノン、２－
ｔ－ブチル－９，１０－アントラキノン、２，６－ジクロロ－９，１０－アントラキノン
、キサントン、２－メチルキサントン、２－メトキシキサントン、２－メトキシキサント
ン、チオキサントン、ベンジル、ジベンザルアセトン、ｐ－（ジメチルアミノ）フェニル
スチリルケトン、ｐ－（ジメチルアミノ）フェニル－ｐ－メチルスチリルケトン、ベンゾ
フェノン、ｐ－（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン（又はミヒラーケトン）、ｐ－（ジエ
チルアミノ）ベンゾフェノン、ベンゾアントロン等、特公昭５１－４８５１６号公報に記
載のベンゾチアゾール系化合物、などが挙げられる。
【００７８】
　光重合開始剤として挙げられる既述の３－アリール置換クマリン化合物としては、｛（
ｓ－トリアジン－２－イル）アミノ｝－３－アリールクマリン化合物類が好ましい。
【００７９】
　光重合開始剤として挙げられる既述のロフィン二量体は、２個のロフィン残基からなる
２，４，５－トリフェニルイミダゾリル二量体を意味し、その具体例としては、２－（ｏ
－クロルフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（ｏ－フルオロフェ
ニル）－４，５－ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（ｏ－メトキシフェニル）－４，
５－ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，５－ジフェニ
ルイミダゾリル二量体、２－（ｐ－ジメトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾ
リル二量体、２－（２，４－ジメトキシフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾリル二
量体、２－（ｐ－メチルメルカプトフェニル）－４，５－ジフェニルイミダゾリル二量体
などが挙げられる。
【００８０】
　前記光重合開始剤としては、上述した光重合開始剤以外の他の公知の化合物も使用する
ことができる。例えば、米国特許第２，３６７，６６０号明細書に記載のビシナールポリ
ケトルアルドニル化合物、米国特許第２，３６７，６６１号及び第２，３６７，６７０号
明細書に記載のα－カルボニル化合物、米国特許第２，４４８，８２８号明細書に記載の
アシロインエーテル、米国特許第２，７２２，５１２号明細書に記載のα－炭化水素で置
換された芳香族アシロイン化合物、米国特許第３，０４６，１２７号及び第２，９５１，
７５８号明細書に記載の多核キノン化合物、米国特許第３，５４９，３６７号明細書に記
載のトリアリルイミダゾールダイマー／ｐ－アミノフェニルケトンの組合せ、特公昭５１
－４８５１６号公報に記載のベンゾチアゾール系化合物／トリハロメチール－ｓ－トリア
ジン系化合物等が挙げられる。また、旭電化（株）製のアデカオプトマーＳＰ－１５０、
同１５１、同１７０、同１７１、同Ｎ－１７１７、同Ｎ１４１４等も重合開始剤として使
用できる。
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【００８１】
　前記光重合開始剤の硬化性組成物中における含有量としては、特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができるが、該組成物の全固形分に対して、０．１～１０．０質
量％が好ましく、０．５～５．０質量％がより好ましい。該含有量が、０．１質量％以上
であると重合が確実に進みやすく、１０．０質量％以下であると充分な膜強度を得ること
ができる。
【００８２】
＜＜＜溶剤＞＞＞
　前記硬化性組成物の調製の際には、一般に溶剤（本明細書において「有機溶剤」ともい
う）を含有する。溶剤は、各成分の溶解性や硬化性組成物の塗布性を満足すれば、基本的
に特に限定されないが、特に、着色剤、樹脂成分の溶解性、塗布性、安全性を考慮して選
ばれることが好ましい。
【００８３】
　前記溶剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、ギ酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸イ
ソブチル、プロピオン酸ブチル、酪酸イソプロピル、酪酸エチル、酪酸ブチル、アルキル
エステル類、乳酸メチル、乳酸エチル、オキシ酢酸メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢
酸ブチル、メトキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢
酸メチル、エトキシ酢酸エチル、等のエステル類；３－メトキシプロピオン酸メチル、３
－エトキシプロピオン酸メチル、等の３－オキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロ
ピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、等の３－オキシプロピオン酸エチル
、などの３－オキシプロピオン酸アルキルエステル類；２－メトキシプロピオン酸メチル
、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－
メトキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、等の２－オキシプロピオン酸メチル、２－メ
トキシプロピオン酸エチル、２－エトキシプロピオン酸エチル、２－オキシ－２－メチル
プロピオン酸エチル、２－エトキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、等の２－オキシプ
ロピオン酸エチル、２－メトキシプロピオン酸プロピル、２－オキシプロピオン酸プロピ
ル、などの２－オキシプロピオン酸アルキルエステル類；ピルビン酸メチル、ピルビン酸
エチル、ピルビン酸プロピル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン
酸メチル、２－オキソブタン酸エチル、等；ジエチレングリコールジメテルエーテル、テ
トラヒドロフラン、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエ
チルエーテル、メチルセロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテート、ジエチレン
グリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテル、プロピレングリ
コールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールエチルエーテルアセテート、プ
ロピレングリコールプロピルエーテルアセテート、等のエーテル類；メチルエチルケトン
、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン、等のケトン類；トルエン、キシ
レン、等の芳香族炭化水素類、エチルカルビトールアセテート、ブチルカルビトールアセ
テート、が好ましい。
【００８４】
　これら中でも、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、
エチルセロソルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジメテルエーテル、酢
酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シクロヘキサノン、エチ
ルカルビトールアセテート、ブチルカルビトールアセテート、プロピレングリコールメチ
ルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテルアセテートが好ましい。これらの溶剤
は、単独で用いてもあるいは２種以上組合わせて用いてもよい。
【００８５】
＜＜＜各種添加物＞＞＞
　前記硬化性組成物には、必要に応じて、各種添加物、例えば充填剤、上記以外の高分子
化合物、界面活性剤、密着促進剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、凝集防止剤等を配合する
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ことができる。
【００８６】
　これらの添加物の具体例としては、ガラス、アルミナ等の充填剤；イタコン酸共重合体
、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体、酸性
セルロース誘導体、水酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの、アルコール可
溶性ナイロン、ビスフェノールＡとエピクロルヒドリンから形成されたフェノキシ樹脂な
どのアルカリ可溶の樹脂；ノニオン系、カチン系、アニオン系等の界面活性剤、具体的に
はフタロシアニン誘導体（森下産業社製のＥＦＫＡ－７４５）；オルガノシロキサンポリ
マーＫＰ３４１（信越化学工業社製）、（メタ）アクリル酸系（共）重合体ポリフローＮ
ｏ．７５、同Ｎｏ．９０、同Ｎｏ．９５（共栄社油脂化学工業社製）、Ｗ００１（裕商社
製）等のカチオン系界面活性剤；ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチ
レンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエチレンオ
クチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリエチレング
リコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステアレート、ソルビタン脂肪酸エス
テル（ＢＡＳＦ社製のプルロニックＬ１０、同Ｌ３１、同Ｌ６１、同Ｌ６２、同１０Ｒ５
、同１７Ｒ２、同２５Ｒ２、テトロニック３０４、同７０１、同７０４、同９０１、同９
０４、同１５０Ｒ１等のノニオン系界面活性剤；エフトップＥＦ３０１、同ＥＦ３０３、
同ＥＦ３５２（新秋田化成社製）、メガファックＦ－１４１、同Ｆ－１４２、同Ｆ－１４
３、同Ｆ－１４４（大日本インキ化学工業（株）製）等のフッ素系界面活性剤；Ｗ００４
、Ｗ００５、Ｗ０１７（裕商社製）等のアニオン系界面活性剤；ＥＦＫＡ－４６、ＥＦＫ
Ａ－４７、ＥＦＫＡ－４７ＥＡ、ＥＦＫＡポリマー１００、ＥＦＫＡポリマー４００、Ｅ
ＦＫＡポリマー４０１、ＥＦＫＡポリマー４５０（以上、森下産業社製）、ディスパース
エイド６、ディスパースエイド８、ディスパースエイド１５、ディスパースエイド９１０
０（サンノプコ社製）等の高分子分散剤；ソルスパース３０００、同５０００、同９００
０、同１２０００、同１３２４０、同１３９４０、同１７０００、同２４０００、同２６
０００、同２８０００などの各種ソルスパース分散剤（ゼネカ社製）；アデカプルロニッ
クＬ３１，同Ｆ３８，同Ｌ４２，同Ｌ４４，同Ｌ６１，同Ｌ６４，同Ｆ６８，同Ｌ７２，
同Ｐ９５，同Ｆ７７，同Ｐ８４，同Ｆ８７、同Ｐ９４，同Ｌ１０１，同Ｐ１０３，同Ｆ１
０８、同Ｌ１２１、同Ｐ－１２３（旭電化社製）、及びイソネットＳ－２０（三洋化成社
製）；ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（２－メト
キシエトキシ）シラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキ
シシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－ア
ミノプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－
グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル
）エチルトリメトキシシラン、３－クロロプロピルメチルジメトキシシラン、３－クロロ
プロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メ
ルカプトプロピルトリメトキシシラン等の密着促進剤；２，２－チオビス（４－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノール）、２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール等の酸化防止剤；２－
（３－ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾ
ール、アルコキシベンゾフェノン等の紫外線吸収剤；及びポリアクリル酸ナトリウム等の
凝集防止剤、などが挙げられる。
【００８７】
　また、非画像部のアルカリ溶解性を促進し、硬化性組成物の現像性の更なる向上を図る
場合には、該組成物に有機カルボン酸、好ましくは分子量１０００以下の低分子量有機カ
ルボン酸の添加を行なうことができる。具体的には、例えば、ギ酸、酢酸、プロピオン酸
、酪酸、吉草酸、ピバル酸、カプロン酸、ジエチル酢酸、エナント酸、カプリル酸等の脂
肪族モノカルボン酸；シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリ
ン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ブラシル酸、メチルマロン酸、エチルマ
ロン酸、ジメチルマロン酸、メチルコハク酸、テトラメチルコハク酸、シトラコン酸等の
脂肪族ジカルボン酸；トリカルバリル酸、アコニット酸、カンホロン酸等の脂肪族トリカ
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ルボン酸；安息香酸、トルイル酸、クミン酸、ヘメリト酸、メシチレン酸等の芳香族モノ
カルボン酸；フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリト酸、トリメシン酸、メ
ロファン酸、ピロメリト酸等の芳香族ポリカルボン酸；フェニル酢酸、ヒドロアトロパ酸
、ヒドロケイ皮酸、マンデル酸、フェニルコハク酸、アトロパ酸、ケイ皮酸、ケイ皮酸メ
チル、ケイ皮酸ベンジル、シンナミリデン酢酸、クマル酸、ウンベル酸等のその他のカル
ボン酸、などが挙げられる。
【００８８】
　また、前記硬化性組成物には、以上の他に、さらに熱重合防止剤を添加することが好ま
しい。前記熱重合防止剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾー
ル、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４’－チオビス（３－メ
チル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブ
チルフェノール）、２－メルカプトベンゾイミダゾール、などが挙げられる。
【００８９】
　前記硬化性組成物の硬化物は、１．６以上の屈折率を有するのが好ましく、これによっ
て、有機ＥＬ発光層における全反射の量が半分以下となる。
　また、上記硬化性組成物には、ＺｒＯ２、ＴｉＯ２、ＳｎＯ２、及びＺｎＯの中から選
択される少なくとも１種の無機微粒子が含まれるのが好ましい。
　また、上記硬化性組成物において、光散乱粒子の屈折率は１．５５以下であることが好
ましく、これによって、散乱量を十分に得られる。
　また、上記硬化性組成物において、光散乱粒子の平均直径は、０．１μｍ以上、２．０
μｍ以下であることが好ましく、これによって、散乱量を十分に得られ、且つ光散乱の指
向性がほぼ等方散乱となる。等方散乱に近い散乱指向性にすることで、より多くの光を取
り出すことができる。
【００９０】
　前記硬化性組成物は、光散乱粒子、着色剤、アルカリ可溶性樹脂、感光性重合成分、及
び光重合開始剤、並びに更に必要に応じて用いられる各種添加物を一般に溶剤と混合し、
各種の混合機、分散機を使用して混合分散することによって調製することができる。
【００９１】
　例えば、以下のようにして好適に製造することができる。すなわち、本発明の硬化性組
成物は、着色剤に表面改質剤若しくは分散剤、アルカリ可溶性樹脂、及び溶剤を混合して
混練分散する。混練分散に用いる機器は、二本ロール、三本ロール、ボールミル、ディス
パー、ニーダー、ホモジナイザー、ブレンダー等であり、強い剪断力を与えながら分散す
る。次いで、得られた混練分散物に感光性重合成分及び光重合開始剤、並びに必要に応じ
更に溶剤、分散剤、アルカリ可溶性樹脂、光散乱粒子、及びその他成分を添加して、主と
してサンドグラインダー、ピンミル、スリットミル、超音波分散機等を使用して０．１～
１０ｍｍの粒径のガラス、ジルコニア等でできたビーズを分散メディアとして微分散する
。なお、この混練分散処理を省くことも可能である。その場合には、着色剤と分散剤若し
くは表面処理剤、アルカリ可溶性樹脂、及び溶剤で微分散処理する。
【００９２】
　なお、混練・分散の詳細については、Ｔ．Ｃ．Ｐａｔｔｏｎ著”Ｐａｉｎｔ　Ｆｌｏｗ
　ａｎｄ　Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ”（１９６４年　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅ
ｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ社刊）等にも記載されている。
【００９３】
＜＜カラーフィルターの作製方法＞＞
　前記カラーフィルターは、前記硬化性組成物を透明基板上、若しくはバリア層上に塗布
し、マスクパターンを用いて紫外線硬化することでＲＧＢ各色のパターンを形成すること
ができる。また、画素毎にインクジェット法を用いて形成することも可能である。以下で
は硬化組成物を基板上、若しくは有機ＥＬの上部電極上、若しくは有機ＥＬのバリア層上
に塗布してカラーフィルターを作製する方法について詳細に述べる。
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【００９４】
　前記カラーフィルターは、それぞれ着色剤の組成が異なる少なくとも３種の硬化性組成
物を用いて作製される。前記３種の硬化性組成物のうち、いずれか一つを基板上に塗布後
、マスクを通して露光し、現像して第一色目の画素を形成し、該第一色目の画素形成後、
前記着色硬化性組成物から選択される前記第一色目の画素と色相の異なる他の一つを前記
基板上に塗布後、マスクを通して露光し、現像して第二色目の画素を形成し、さらに該第
二色目の画素形成後、前記着色硬化性組成物から選択される前記第一色及び第二色と色相
の異なる他の一つを前記基板上に塗布後、マスクを通して露光し、現像して第三色目の画
素を形成することにより得られるものである。上記第一色から第三色（例えば緑色、赤色
及び青色）に加えて更に画素形成し４色以上になるように構成することもできる。
【００９５】
　すなわち、少なくとも三種の硬化組成物を所望の色相順に、基板上に回転塗布、流延塗
布、ロール塗布等の塗布方法により塗布し、乾燥させることで感放射線性層を形成し、こ
れにさらに所定のマスクパターンを介して露光を行ない、露光後現像液で現像して所望の
パターンをなす画素を形成する工程を、着色組成物の数に合わせて少なくとも３回繰り返
すことで得ることができる。このとき必要に応じて、形成された画素を加熱及び／又は露
光により硬化させる工程を設けることができる。上記露光は放射線の照射により行なうこ
とができ、該放射線としては、特にｇ線、ｈ線、ｉ線等の紫外線が好ましく用いられる。
【００９６】
　前記カラーフィルターを構成する基板としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、例えば、液晶表示素子等に用いられるソーダガラス、パイレックス（
登録商標）（Ｒ）ガラス、石英ガラス及びこれらに透明導電膜を付着させたもの、などが
挙げられる。また、これらの基板の上に、低屈折率層を予め形成した後、カラーフィルタ
ーを構成することも可能である。また、有機ＥＬ素子を構成する上部電極上、若しくはバ
リア層上にカラーフィルターを直接構成することも可能である。これらの基板は、各画素
を隔離するブラックストライプが形成されている場合もある。
【００９７】
　前記現像液としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、前記硬
化性組成物の未硬化部を溶解する一方、硬化部は溶解しない組成よりなるものであればい
かなるものも用いることができ、例えば、種々の有機溶剤の組み合わせ、アルカリ性の水
溶液、などが挙げられる。前記有機溶剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、前記硬化性組成物の調製に使用される既述の溶剤が挙げられる。
【００９８】
　前記アルカリ性の水溶液としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム，硅酸ナトリウム、
メタ硅酸ナトリウム、アンモニア水、エチルアミン、ジエチルアミン、ジメチルエタノー
ルアミン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキ
シド、コリン、ピロール、ピペリジン等のアルカリ性化合物を、濃度が０．００１～１０
質量％、好ましくは０．０１～１質量％となるように溶解したアルカリ性水溶液が好適で
ある。なお、このようなアルカリ性水溶液からなる現像液を使用した場合には、一般に、
現像後水で洗浄する。
【００９９】
（有機エレクトロルミネッセンス表示装置）
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス表示装置は、本発明の光学部材を備え、陽極、
陰極の一対の電極間に発光層若しくは発光層を含む複数の有機化合物薄膜を形成した表示
装置であり、発光層のほか正孔注入層、正孔輸送層、電子注入層、電子輸送層、保護層な
どを有してもよく、またこれらの各層はそれぞれ他の機能を備えたものであってもよい。
各層の形成にはそれぞれ種々の材料を用いることができる。
【０１００】
＜陽極＞
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　前記陽極は、正孔注入層、正孔輸送層、発光層などに正孔を供給するものである。前記
陽極の材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
金属、合金、金属酸化物、電気伝導性化合物、これらの混合物、などが挙げられ、仕事関
数が４ｅＶ以上の材料が好ましい。前記陽極の材料の具体例としては、酸化スズ、酸化亜
鉛、酸化インジウム、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）等の導電性金属酸化物、あるいは金
、銀、クロム、ニッケル等の金属、さらにこれらの金属と導電性金属酸化物との混合物又
は積層物、ヨウ化銅、硫化銅などの無機導電性物質、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポ
リピロールなどの有機導電性材料、及びこれらとＩＴＯとの積層物、などが挙げられ、導
電性金属酸化物が好ましく、生産性、高導電性、透明性等の点からＩＴＯがより好ましい
。前記陽極の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが
、１０ｎｍ～５μｍの範囲が好ましく、５０ｎｍ～１μｍがより好ましく、１００ｎｍ～
５００ｎｍが特に好ましい。
【０１０１】
　前記陽極としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
ソーダライムガラス、無アルカリガラス、透明樹脂基板、などの上に層形成したものが挙
げられる。前記陽極の基材としてガラスを用いる場合、その材質については、ガラスから
の溶出イオンを少なくするため、無アルカリガラスを用いることが好ましい。また、ソー
ダライムガラスを用いる場合、シリカなどのバリアコートを施したものを使用することが
好ましい。前記基板の厚みは、機械的強度を保つのに十分である限り、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができる。前記基板としてガラスは、厚みが０．２ｍｍ以
上である限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、厚みが０．
７ｍｍ以上のガラスが好ましい。
【０１０２】
　前記透明樹脂基板としてバリアフィルムを用いることもできる。前記バリアフィルムと
は、プラスチック支持体上にガス不透過性のバリア層を設置したフィルムである。バリア
フィルムの例としては酸化ケイ素や酸化アルミニウムを蒸着したもの（特公昭５３－１２
９５３、特開昭５８－２１７３４４）、有機無機ハイブリッドコーティング層を有するも
の（特開２０００－３２３２７３、特開２００４－２５７３２）、無機層状化合物を有す
るもの（特開２００１－２０５７４３）、無機材料を積層したもの（特開２００３－２０
６３６１、特開２００６－２６３９８９）、有機層と無機層を交互に積層したもの（特開
２００７－３０３８７、米国特許６４１３６４５、Ａｆｆｉｎｉｔｏら著　Ｔｈｉｎ　Ｓ
ｏｌｉｄ　Ｆｉｌｍｓ　１９９６年　２９０－２９１頁）、有機層と無機層を連続的に積
層したもの（米国特許２００４－４６４９７）などが挙げられる。
【０１０３】
　前記陽極の作製には材料によって種々の方法が用いられるが、例えばＩＴＯの場合、電
子ビーム法、スパッタリング法、抵抗加熱蒸着法、化学反応法（ゾル－ゲル法など）、酸
化インジウムスズの分散物の塗布などの方法で膜形成される。陽極は洗浄その他の処理に
より、表示装置の駆動電圧を下げたり、発光効率を高めることも可能である。例えばＩＴ
Ｏの場合、ＵＶ－オゾン処理などが効果的である。
【０１０４】
＜陰極＞
　前記陰極は、電子注入層、電子輸送層、発光層、などに電子を供給するものであり、電
子注入層、電子輸送層、発光層などの負極と隣接する層との密着性やイオン化ポテンシャ
ル、安定性等を考慮して選ばれる。前記陰極の材料としては、特に制限はなく、目的に応
じて適宜選択することができ、例えば、金属、合金、金属酸化物、電気伝導性化合物、こ
れらの混合物を用いることができる。前記陰極の材料の具体例としては、アルカリ金属（
例えばＬｉ、Ｎａ、Ｋ等）又はそのフッ化物、アルカリ土類金属（例えばＭｇ、Ｃａ等）
又はそのフッ化物、金、銀、鉛、アルミニウム、ナトリウム－カリウム合金又はそれらの
混合金属、リチウム－アルミニウム合金又はそれらの混合金属、マグネシウム－銀合金又
はそれらの混合金属、インジウム、イッテリビウム等の希土類金属、などが挙げられ、仕
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事関数が４ｅＶ以下の材料が好ましく、アルミニウム、リチウム－アルミニウム合金又は
それらの混合金属、マグネシウム－銀合金、それらの混合金属、がより好ましい。陰極の
厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、１０ｎｍ～５μ
ｍが好ましく、５０ｎｍ～１μｍがより好ましく、１００ｎｍ～１μｍがさらに好ましい
。前記陰極の作製には、電子ビーム法、スパッタリング法、抵抗加熱蒸着法、コーティン
グ法などの方法が用いられ、金属を単体で蒸着することも、二成分以上を同時に蒸着する
こともできる。さらに、複数の金属を同時に蒸着して合金電極を形成することも可能であ
り、また、あらかじめ調整した合金を蒸着させてもよい。
　陽極及び陰極のシート抵抗は低い方が好ましく、数百Ω／□以下が好ましい。
【０１０５】
　陰極上に前記バリアフィルムを貼り合せて、ガスの浸入を防ぐともに、ディスプレイ表
面に保護層を形成しても良い。
【０１０６】
＜発光層＞
　前記発光層の材料としては、電界印加時に、陽極又は正孔注入層、正孔輸送層から正孔
を注入することができると共に、陰極又は電子注入層、電子輸送層から電子を注入するこ
とができる機能、注入された電荷を移動させる機能、正孔と電子の再結合の場を提供して
発光させる機能を有する層を形成することができる限り、特に制限はなく、目的に応じて
適宜選択することができ、例えば、ベンゾオキサゾール誘導体、ベンゾイミダゾール誘導
体、ベンゾチアゾール誘導体、スチリルベンゼン誘導体、ポリフェニル誘導体、ジフェニ
ルブタジエン誘導体、テトラフェニルブタジエン誘導体、ナフタルイミド誘導体、クマリ
ン誘導体、ペリレン誘導体、ペリノン誘導体、オキサジアゾール誘導体、アルダジン誘導
体、ピラリジン誘導体、シクロペンタジエン誘導体、ビススチリルアントラセン誘導体、
キナクリドン誘導体、ピロロピリジン誘導体、チアジアゾロピリジン誘導体、シクロペン
タジエン誘導体、スチリルアミン誘導体、芳香族ジメチリディン化合物、８－キノリノー
ル誘導体の金属錯体や希土類錯体に代表される各種金属錯体等、ポリチオフェン、ポリフ
ェニレン、ポリフェニレンビニレン、などのポリマー化合物等が挙げられる。
　前記発光層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
１ｎｍ～５μｍが好ましく、５ｎｍ～１μｍがより好ましく、１０ｎｍ～５００ｎｍが特
に好ましい。
　前記発光層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、抵抗加熱蒸着、電子ビーム、スパッタリング、分子積層法、コーティング法
（スピンコート法、キャスト法、ディップコート法など）、ＬＢ法、などが挙げられ、特
に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、中でも、抵抗加熱蒸着、コーティ
ング法が好ましい。
【０１０７】
＜正孔注入層及び正孔輸送層＞
　前記正孔注入層及び正孔輸送層の材料としては、陽極から正孔を注入する機能、正孔を
輸送する機能、陰極から注入された電子を障壁する機能のいずれかを有する限り、特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、カルバゾール誘導体、トリア
ゾール誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポ
リアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体、ピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン
誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カルコン誘導体、スチリルアントラセン誘導
体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、芳香
族第三級アミン化合物、スチリルアミン化合物、芳香族ジメチリディン系化合物、ポルフ
ィリン系化合物、ポリシラン系化合物、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）誘導体、アニリ
ン系共重合体、チオフェンオリゴマー、ポリチオフェン、などの導電性高分子オリゴマー
等が挙げられる。
　前記正孔注入層及び正孔輸送層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、１ｎｍ～５μｍが好ましく、５ｎｍ～１μｍがより好ましく、１０ｎ
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ｍ～５００ｎｍが特に好ましい。前記正孔注入層及び正孔輸送層は、上述した材料の１種
又は２種以上からなる単層構造であってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からな
る多層構造であってもよい。
　前記正孔注入層及び正孔輸送層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、真空蒸着法、ＬＢ法、前記正孔注入輸送剤を溶媒に溶解又は分散
させてコーティングするコーティング法（スピンコート法、キャスト法、ディップコート
法など）が挙げられる。前記コーティング法の場合、樹脂成分としては、溶媒と共に溶解
又は分散できる限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、
ポリ塩化ビニル、ポリカーボネート、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、ポリブ
チルメタクリレート、ポリエステル、ポリスルホン、ポリフェニレンオキシド、ポリブタ
ジエン、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）、炭化水素樹脂、ケトン樹脂、フェノキシ樹脂
、ポリアミド、エチルセルロース、酢酸ビニル、ＡＢＳ樹脂、ポリウレタン、メラミン樹
脂、不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、エポキシ樹脂、シリコン樹脂、などが挙げ
られる。
【０１０８】
＜電子注入層及び電子輸送層＞
　前記電子注入層及び電子輸送層の材料としては、陰極から電子を注入する機能、電子を
輸送する機能、陽極から注入された正孔を障壁する機能のいずれかを有する限り、特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、トリアゾール誘導体、オキサ
ゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、フルオレノン誘導体、アントラキノジメタン誘
導体、アントロン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カル
ボジイミド誘導体、フルオレニリデンメタン誘導体、ジスチリルピラジン誘導体、ナフタ
レンペリレン等の複素環テトラカルボン酸無水物、フタロシアニン誘導体、８－キノリノ
ール誘導体の金属錯体、メタルフタロシアニン、ベンゾオキサゾールやベンゾチアゾール
を配位子とする金属錯体に代表される各種金属錯体、などが挙げられる。
　前記電子注入層及び電子輸送層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、１ｎｍ～５μｍが好ましく、５ｎｍ～１μｍがより好ましく、１０ｎ
ｍ～５００ｎｍが特に好ましい。前記電子注入層及び電子輸送層は、上述した材料の１種
又は２種以上からなる単層構造であってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からな
る多層構造であってもよい。
　前記電子注入層及び電子輸送層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、真空蒸着法、ＬＢ法、前記電子注入輸送剤を溶媒に溶解又は分散
させてコーティングするコーティング法（スピンコート法、キャスト法、ディップコート
法）、などが挙げられる。前記コーティング法の場合、樹脂成分としては、樹脂成分と共
に溶解又は分散できる限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、正孔注入輸送層の場合に例示したものが挙げられる。
【０１０９】
＜保護層＞
　前記保護層の材料としては、水分や酸素等の表示装置劣化を促進するものが表示装置内
に入ることを抑止する機能を有する限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎｉ等の金属、
ＭｇＯ、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＧｅＯ、ＮｉＯ、ＣａＯ、ＢａＯ、Ｆｅ２Ｏ３

、Ｙ２Ｏ３、ＴｉＯ２等の金属酸化物、ＭｇＦ２、ＬｉＦ、ＡｌＦ３、ＣａＦ２等の金属
フッ化物、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリメチルメタクリレート、ポリイミド、ポ
リウレア、ポリテトラフルオロエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリジクロ
ロジフルオロエチレン、クロロトリフルオロエチレンとジクロロジフルオロエチレンとの
共重合体、テトラフルオロエチレンと少なくとも１種のコモノマーとを含むモノマー混合
物を共重合させて得られる共重合体、共重合主鎖に環状構造を有する含フッ素共重合体、
吸水率１％以上の吸水性物質、吸水率０．１％以下の防湿性物質、などが挙げられる。
　前記保護層の形成方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
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き、例えば、真空蒸着法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、ＭＢＥ（分子線
エピタキシ）法、クラスターイオンビーム法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法
（高周波励起イオンプレーティング法）、プラズマＣＶＤ法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶ
Ｄ法、ガスソースＣＶＤ法、コーティング法、などが挙げられる。
【０１１０】
＜光学部材貼り付け方法＞
　本発明の光学部材を、有機エレクトロルミネッセンス表示装置内に設けて使用する方法
としては、有機ＥＬの光取出し側電極上若しくはバリア層上に、接着剤若しくは粘着剤を
介して、直接貼合して使用する方法がある。すなわち、本発明の有機エレクトロルミネッ
センス表示装置の一つの実施形態においては、前記光学部材は上部電極上に直接貼り付け
られる。
　また、本発明の有機エレクトロルミネッセンス表示装置の別の実施形態においては、前
記光学部材が上部電極上にバリア層を介してバリア層に直接貼り付けられる。
　前記光学部材が光拡散フィルムである場合には、本発明の有機エレクトロルミネッセン
ス表示装置の好適な実施形態として、上部電極上に、又は、上部電極上に設けられたバリ
ア層上に、接着層を介して、光学部材（光拡散フィルム）が貼り付けられる形態が挙げら
れる。
【０１１１】
＜＜接着層＞＞
　接着剤からなる接着層の屈折率としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができるが、発光層を含む有機層とできる限り同等であることが好ましい。前記接着
層の屈折率が大きすぎると、界面での反射により効率が低下するため、有機層との屈折率
差は０．２以下が好ましい。前記接着層の屈折率は、有機ＥＬ発光層における全反射が半
分以下になるという点で、１．５～１．９が好ましく、１．６～１．９がより好ましく、
１．６５～１．９が特に好ましい。また、界面での反射を抑制する別の方法として、前記
接着層に屈折率のグラデーションを作り、接着剤と接着剤の両端の材料を屈折率の飛びな
く結びつける方法がある。
【０１１２】
　また、前記接着剤は、加熱又は加圧により流動する接着剤が好ましく、２００℃以下の
加熱又は１ｋｇｆ／ｃｍ２以上の加圧により流動性を示す接着剤がより好ましい。このよ
うな接着剤を用いることにより、本発明の光学部材（光拡散フィルム）を被着体であるデ
ィスプレイやプラスチック板に接着剤を流動させて接着することができる。接着剤を流動
することができるので、光学部材（光拡散フィルム）を被着体に、ラミネート又は加圧成
形することにより、特に、加圧成形することにより、曲面、複雑形状を有する被着体に対
しても容易に接着することができる。容易に接着するためには、接着剤の軟化温度が２０
０℃以下であると好ましい。前記接着層の軟化温度としては、光学フィルムの用途から、
使用される環境が通常８０℃未満である点で、８０℃以上が好ましく、加工性の点で、８
０～１２０℃がより好ましい。前記軟化温度は、粘度が１０１２ポイズ（１０１３Ｐａ・
ｓ以下）以下になる温度のことで、通常、その温度では１～１０秒程度の時間のうちに流
動が認められる。
【０１１３】
　加熱又は加圧により流動する接着剤としては、例えば、熱可塑性樹脂が挙げられる。前
記熱可塑性樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ば、天然ゴム（屈折率ｎ＝１．５２）、ポリイソプレン（ｎ＝１．５２１）、ポリ－１，
２－ブタジエン（ｎ＝１．５０）、ポリイソブテン（ｎ＝１．５０５～１．５１）、ポリ
ブテン（ｎ＝１．５１３）、ポリ－２－ヘプチル－１，３－ブタジエン（ｎ＝１．５０）
、ポリ－２－ｔ－ブチル－１，３－ブタジエン（ｎ＝１．５０６）、ポリ－１，３－ブタ
ジエン（ｎ＝１．５１５）などの（ジ）エン類、ポリオキシエチレン（ｎ＝１．４５６）
、ポリオキシプロピレン（ｎ＝１．４５０）、ポリビニルエチルエーテル（ｎ＝１．４５
４）、ポリビニルヘキシルエーテル（ｎ＝１．４５９）、ポリビニルブチルエーテル（ｎ
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＝１．４５６）などのポリエーテル類、ポリビニルアセテート（ｎ＝１．４６７）、ポリ
ビニルプロピオネート（ｎ＝１．４６７）などのポリエステル類、ポリウレタン（ｎ＝１
．５～１．６）、エチルセルロース（ｎ＝１．４７９）、ポリ塩化ビニル（ｎ＝１．５４
～１．５５）、ポリアクリロニトリル（ｎ＝１．５２）、ポリメタクリロニトリル（ｎ＝
１．５２）、ポリスルホン（ｎ＝１．６３３）、ポリスルフィド（ｎ＝１．６）、フェノ
キシ樹脂（ｎ＝１．５～１．６）、ポリエチルアクリレート（ｎ＝１．４６９）、ポリブ
チルアクリレート（ｎ＝１．４６６）、ポリ－２－エチルヘキシルアクリレート（ｎ＝１
．４６３）、ポリ－ｔ－ブチルアクリレート（ｎ＝１．４６４）、ポリ－３－エトキシプ
ロピルアクリレート（ｎ＝１．４６５）、ポリオキシカルボニルテトラメチレン（ｎ＝１
．４６５）、ポリメチルアクリレート（ｎ＝１．４７２～１．４８０）、ポリイソプロピ
ルメタクリレート（ｎ＝１．４７３）、ポリドデシルメタクリレート（ｎ＝１．４７４）
、ポリテトラデシルメタクリレート（ｎ＝１．４７５）、ポリ－ｎ－プロピルメタクリレ
ート（ｎ＝１．４８４）、ポリ－３，３，５－トリメチルシクロヘキシルメタクリレート
（ｎ＝１．４８４）、ポリエチルメタクリレート（ｎ＝１．４８５）、ポリ－２－ニトロ
－２－メチルプロピルメタクリレート（ｎ＝１．４８７）、ポリ－１，１－ジエチルプロ
ピルメタクリレート（ｎ＝１．４８９）、ポリメチルメタクリレート（ｎ＝１．４８９）
などのポリ（メタ）アクリル酸エステル、などが挙げられる。前記アクリルポリマーは、
必要に応じて、２種以上共重合してもよいし、２種類以上をブレンドして使用することも
できる。さらに、アクリル樹脂とアクリル以外との共重合樹脂としては、例えば、エポキ
シアクリレート（ｎ＝１．４８～１．６０）、ウレタンアクリレート（ｎ＝１．５～１．
６）、ポリエーテルアクリレート（ｎ＝１．４８～１．４９）、ポリエステルアクリレー
ト（ｎ＝１．４８～１．５４）などが挙げられる。中でも、接着性の点から、ウレタンア
クリレート、エポキシアクリレート、ポリエーテルアクリレートが好ましい。前記エポキ
シアクリレートとしては、例えば、１、６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ネ
オペンチルグリコールジグリシジルエーテル、アリルアルコールジグリシジルエーテル、
レゾルシノールジグリシジルエーテル、アジピン酸ジグリシジルエステル、フタル酸ジグ
リシジルエステル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロ
パントリグリシジルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトー
ルテトラグリシジルエーテル、ソルビトールテトラグリシジルエーテル等の（メタ）アク
リル酸付加物が挙げられる。前記エポキシアクリレートなどのように分子内に水酸基を有
するポリマーは接着性向上に有効である。これらの共重合樹脂は必要に応じて、２種以上
併用することができる。前記接着剤となるポリマーの軟化温度は、取扱い性の点から、２
００℃以下が好ましく、１５０℃以下がより好ましく、表示装置が通常使用される環境（
８０℃以下）における加工性の点から８０～１２０℃が特に好ましい。また、ポリマーの
質量平均分子量（ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによる標準ポリスチレンの検
量線を用いて測定したもの、以下同様）は、５００以上が好ましい。前記質量平均分子量
が５００以上であることにより、接着剤組成物の凝集力が充分に発現されるため、被着体
への密着性を確実に得ることができる。前記接着剤には、必要に応じて、希釈剤、可塑剤
、酸化防止剤、充填剤、着色剤、紫外線吸収剤や粘着付与剤などの添加剤を配合してもよ
い。
　前記接着層の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、乾燥膜厚で１０μｍ以下が好ましく、５μｍ以下がより好ましい。
【０１１４】
　前記接着剤の材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、テトラヒ
ドロキシフェニルメタン型エポキシ樹脂、ノボラック型エポキシ樹脂、レゾルシン型エポ
キシ樹脂、ポリアルコール・ポリグリコール型エポキシ樹脂、ポリオレフィン型エポキシ
樹脂、脂環式やハロゲン化ビスフェノール等のエポキシ樹脂（いずれも屈折率が１．５５
～１．６０）、などが挙げられる。前記接着剤の材料としては、前記エポキシ樹脂以外で
は、天然ゴム（ｎ＝１．５２）、ポリイソプレン（ｎ＝１．５２１）、ポリ１，２－ブタ



(30) JP 2010-198735 A 2010.9.9

10

20

30

40

50

ジエン（ｎ＝１．５０）、ポリイソブテン（ｎ＝１．５０５～１．５１）、ポリブテン（
ｎ＝１．５１２５）、ポリ－２－ヘプチル－１，３－ブタジエン（ｎ＝１．５０）、ポリ
－２－ｔ－ブチル－１，３－ブタジエン（ｎ＝１．５０６）、ポリ－１，３－ブタジエン
（ｎ＝１．５１５）などの（ジ）エン類、ポリオキシエチレン（ｎ＝１．４５６３）、ポ
リオキシプロピレン（ｎ＝１．４４９５）、ポリビニルエチルエーテル（ｎ＝１．４５４
）、ポリビニルヘキシルエーテル（ｎ＝１．４５９１）、ポリビニルブチルエーテル（ｎ
＝１．４５６３）などのポリエーテル類、ポリビニルアセテート（ｎ＝１．４６６５）、
ポリビニルプロピオネート（ｎ＝１．４６６５）などのポリエステル類、ポリウレタン（
ｎ＝１．５～１．６）、エチルセルロース（ｎ＝１．４７９）、ポリ塩化ビニル（ｎ＝１
．５４～１．５５）、ポリアクリロニトリル（ｎ＝１．５２）、ポリメタクリロニトリル
（ｎ＝１．５２）、ポリスルホン（ｎ＝１．６３３）、ポリスルフィド（ｎ＝１．６）、
フェノキシ樹脂（ｎ＝１．５～１．６）、などが挙げられる。これらは、好適な可視光透
過率を発現する。
【０１１５】
　前記接着剤の材料としては、さらに、上記の樹脂以外に、ポリエチルアクリレート（ｎ
＝１．４６８５）、ポリブチルアクリレート（ｎ＝１．４６６）、ポリ－２－エチルヘキ
シルアクリレート（ｎ＝１．４６３）、ポリ－ｔ－ブチルアクリレート（ｎ＝１．４６３
８）、ポリ－３－エトキシプロピルアクリレート（ｎ＝１．４６５）、ポリオキシカルボ
ニルテトラメタクリレート（ｎ＝１．４６５）、ポリメチルアクリレート（ｎ＝１．４７
２～１．４８０）、ポリイソプロピルメタクリレート（ｎ＝１．４７２８）、ポリドデシ
ルメタクリレート（ｎ＝１．４７４）、ポリテトラデシルメタクリレート（ｎ＝１．４７
４６）、ポリ－ｎ－プロピルメタクリレート（ｎ＝１．４８４）、ポリ－３，３，５－ト
リメチルシクロヘキシルメタクリレート（ｎ＝１．４８４）、ポリエチルメタクリレート
（ｎ＝１．４８５）、ポリ－２－ニトロ－２－メチルプロピルメタクリレート（ｎ＝１．
４８６８）、ポリテトラカルバニルメタクリレート（ｎ＝１．４８８９）、ポリ－１，１
－ジエチルプロピルメタクリレート（ｎ＝１．４８８９）、ポリメチルメタクリレート（
ｎ＝１．４８９３）などのポリ（メタ）アクリル酸エステル、などが挙げられる。これら
のアクリルポリマーは、必要に応じて、２種以上共重合してもよいし、２種類以上をブレ
ンドしてもよい。
　前記接着剤の材料としては、さらに、アクリル樹脂とアクリル以外との共重合樹脂（例
えば、エポキシアクリレート、ウレタンアクリレート、ポリエーテルアクリレート、ポリ
エステルアクリレートなど）が挙げられる。中でも、接着性の点から、エポキシアクリレ
ート、ポリエーテルアクリレートが好ましい。
　前記エポキシアクリレートとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコ
ールジグリシジルエーテル、アリルアルコールジグリシジルエーテル、レゾルシノールジ
グリシジルエーテル、アジピン酸ジグリシジルエステル、フタル酸ジグリシジルエステル
、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジ
ルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトールテトラグリシジ
ルエーテル、ソルビトールテトラグリシジルエーテル等の（メタ）アクリル酸付加物、な
どが挙げられる。前記エポキシアクリレートは、分子内に水酸基を有するため接着性向上
に有効であり、これらの共重合樹脂は、必要に応じて、２種以上併用することができる。
接着剤の主成分となるポリマーの質量平均分子量は、１，０００以上である。前記質量平
均分子量が１，０００以上であると、組成物の凝集力が充分に発現されるため、被着体へ
の密着性を確実に得ることができる。
【０１１６】
　前記接着剤は、上記材料に加えて、高屈折率を有するモノマー及び／又は高屈折率を有
する金属酸化物超微粒子等を含有させてもよい。
　前記高屈折率モノマーとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、ビス（４－メタクリロイルチオフェニル）スルフィド、ビニルナフタレン、
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ビニルフェニルスルフィド、４－メタクリロキシフェニル－４’－メトキシフェニルチオ
エーテル等が挙げられる。
　前記高屈折率を有する金属酸化物超微粒子としては、特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができるが、例えば、ジルコニウム（Ｚｒ）、チタン（Ｔｉ）、アルミニ
ウム（Ａｌ）、インジウム（Ｉｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、錫（Ｓｎ）及びアンチモン（Ｓｂ）
から選択される少なくとも１種の金属の酸化物からなり、粒径が１００ｎｍ以下の微粒子
が好ましく、粒径が５０ｎｍ以下の微粒子がより好ましく、具体的には、ＺｒＯ２、Ｔｉ
Ｏ２、Ａｌ２Ｏ３、Ｉｎ２Ｏ３、ＺｎＯ、ＳｎＯ２、Ｓｂ２Ｏ３、ＩＴＯ、などが挙げら
れる。これらの中でも、これによって、接着層が高屈折率層となる点で、ＺｒＯ２、Ｔｉ
Ｏ２、ＳｎＯ２、及びＺｎＯが好ましく、ＺｒＯ２がより好ましい。
　前記高屈折率モノマーや前記高屈折率を有する金属酸化物超微粒子の添加量としては、
マトリックス材３１の全質量の１０質量％～９０質量％が好ましく、２０質量％～８０質
量％がより好ましい。
【０１１７】
　接着剤には硬化剤（架橋剤）を用いてもよい。前記架橋剤としては、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができ、例えば、トリエチレンテトラミン、キシレンジア
ミン、ジアミノジフェニルメタンなどのアミン類、無水フタル酸、無水マレイン酸、無水
ドデシルコハク酸、無水ピロメリット酸、無水ベンゾフェノンテトラカルボン酸などの酸
無水物、ジアミノジフェニルスルホン、トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール、ポ
リアミド樹脂、ジシアンジアミド、エチルメチルイミダゾール、などが挙げられる。これ
らは、単独で用いてもよいし、２種以上混合して用いてもよい。前記架橋剤の添加量とし
ては、上記ポリマー１００質量部に対して、０．１質量部～５０質量部であり、１質量部
～３０質量部が好ましい。この添加量が、０．１質量部未満であると、硬化が不十分とな
り、５０質量部を超えると、過剰架橋となり、接着性に悪影響を与える場合がある。前記
接着剤の樹脂組成物には、必要に応じて、希釈剤、可塑剤、酸化防止剤、充填剤、粘着付
与剤などの添加剤を配合してもよい。そして、この接着剤の樹脂組成物は、透明プラスチ
ック基材の表面に導電性材料で描かれた幾何学図形を設けた構成材料の基材の一部又は全
面を被覆するために、塗布され、溶媒乾燥、加熱硬化工程を経たのち、接着フィルムにす
る。上記で得られた電磁波シ－ルド性と透明性を有する接着フィルムは、該接着フィルム
の接着剤によりＣＲＴ、ＰＤＰ、液晶、ＥＬなどのディスプレイに直接貼り付け使用した
り、アクリル板、ガラス板等の板やシートに貼り付けてディスプレイに使用する。
【０１１８】
　前記接着剤は、透明であるものが好ましい。前記接着剤の全光線透過率としては、７０
％以上が好ましく、８０％以上がより好ましく、８５％～９２％が特に好ましい。さらに
、前記接着剤の霞度が低いことが好ましく、具体的には、０％～３％が好ましく、０％～
１．５％がより好ましい。前記接着剤は、ディスプレイ本来の表示色を変化させないため
に無色であることが好ましい。但し、樹脂自体が有色であっても接着剤の厚みが薄い場合
には、実質的には無色とみなすことができる。また、後述のように意図的に着色を行なう
場合も同様にこの範囲ではない。
【０１１９】
　上記の特性を有する接着剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、アクリル系樹脂、α－オレフィン樹脂、酢酸ビニル系樹脂、アクリル共
重合物系樹脂、ウレタン系樹脂、エポキシ系樹脂、塩化ビニリデン系樹脂、塩化ビニル系
樹脂、エチレン－ビニルアセテート系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエステル系樹脂、な
どが挙げられる。中でも、アクリル系樹脂が好ましい。同じ樹脂を用いる場合でも、接着
剤を重合法により合成する際に架橋剤の添加量を下げる、粘着性付与材を加える、分子の
末端基を変化させるなどの方法によって、粘着性を向上させることができる。また、同じ
接着剤を用いても、接着剤を貼り合わせる面、すなわち、透明プラスチックフィルム又は
ガラス板の表面改質を行なうことにより密着性を向上させることもできる。このような表
面の改質方法としては、例えば、コロナ放電処理、プラズマグロー処理等の物理的手法、
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密着性を向上させるための下地層を形成するなどの方法、が挙げられる。
【０１２０】
　前記接着剤の厚みとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、透明性、無色性、ハンドリング性の観点から、１μｍ～５０μｍ程度が好ましく、１
μｍ～２０μｍ程度がより好ましい。但し、上記のようにディスプレイ自体の表示色を変
化させず、透明性も上記の範囲に入っている場合には、厚みが上記範囲を超えてもよい。
【実施例】
【０１２１】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明は下記実施
例に何ら限定されるものではない。
【０１２２】
（比較例１）
＜光学部材１の作製＞
＜＜バリア層付き透明基板の作製＞＞
　厚み１００μｍのポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）透明基板上に、全面にＣＶＤ法
によりＳｉＮ膜、ＳｉＯＮ膜を順次堆積させて厚みが５００ｎｍのバリア層を形成してバ
リア層付きＰＥＮ透明基板を作製した。
＜＜カラーフィルターの作製＞＞
　まず、下記硬化性組成物を、サンドミルで約１６時間分散させて、緑色硬化性組成物、
赤色硬化性組成物、及び青色硬化性組成物を作製した。
＜＜＜緑色硬化性組成物＞＞＞
・ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体　　　　・・・８０質量部
　（重量平均分子量３０，０００、酸価１５０）
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　・・・５００質量部
・銅フタロシアニン顔料　　　　　　　　　　　　　　　　・・・３３質量部
・Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５　　　　　　　　　　・・・６７質量部
＜＜＜赤色硬化性組成物＞＞＞
・ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体　　　　・・・８０質量部
　（重量平均分子量３０，０００、酸価１５０）
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　・・・５００質量部
・ピグメントレッド２５４　　　　　　　　　　　　　　　・・・５０質量部
・ピグメントレッドＰＲ１７７　　　　　　　　　　　　　・・・５０質量部
＜＜＜青色硬化性組成物＞＞＞
・ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体　　　　・・・８０質量部
　（重量平均分子量３０，０００、酸価１５０）
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　・・・５００質量部
・ピグメントブルー１５：６　　　　　　　　　　　　　　・・・９５質量部
・ピグメントバイオレット２３　　　　　　　　　　　　　　・・・５質量部
【０１２３】
次いで、上記調製した緑色硬化性組成物、赤色硬化性組成物、及び青色硬化性組成物、そ
れぞれに、下記の成分を添加した。
・ジペンタエリスリト－ルヘキサアクリレ－ト（ＤＰＨＡ）・・・８０質量部
・ＴｉＯ２（光散乱粒子、平均粒径（平均直径）０．３０μｍ、屈折率２．５４）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・４０質量部
・４－［ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニル）アミノフェニル］２、６－
ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン　　　　　　　　　・・・５質量部
・７－［｛４－クロロ－６－（ジエチルアミノ）－Ｓ－トリアジン－２－イル｝アミノ］
－３－フェニルクマリン　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・２質量部
・ハイドロキノンモノメチルエーテル　　　　　　　　・・・０．０１質量部
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　・・・５００質量部
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【０１２４】
　上記の各成分を均一に混合した後、孔径５μｍのフィルターで濾過し、３色の硬化性組
成物を得た。このうち緑色硬化性組成物を、バリア層付きＰＥＮ透明基板のバリア層側に
、スピンコーターを用いて、乾燥膜厚が２．５０μｍとなるように塗布し、１２０℃で２
分間乾燥させて緑色の均一な塗膜を形成した。なお、前記バリア層は、ＳｉＮ膜、ＳｉＯ
Ｎ膜からなる厚さ５００ｎｍの層であり、大気中の酸素及び水分の透過を防ぐ。
【０１２５】
　次に、露光装置を使用して、塗膜に３６５ｎｍの波長で１００μｍのマスクを通して３
００ｍＪ／ｃｍ２の露光量で照射した。照射後、１０％ＣＤ（富士フイルムアーチ（株）
製）現像液を使用して、２６℃で６０秒間現像した。引き続き、流水で２０秒間リンスし
た後、エアナイフで乾燥させ、１８０℃で３０分間熱処理を行なって緑色のパターン像（
緑色画素）を形成した。この操作を赤色の硬化性組成物と青色の硬化性組成物についても
同様に、同一のガラス基板に対して行ない、順次赤色のパターン像（赤色画素）及び青色
のパターン像（青色画素）を形成し、乾燥膜厚が２．５μｍのカラーフィルター（光拡散
層）を得た。光散乱粒子ＴｉＯ２が含まれていない緑色画素、赤色画素及び青色画素（硬
化性組成物の硬化物）の屈折率は、それぞれ、光を透過する波長５５０ｎｍ、６３０ｎｍ
、４５０ｎｍにおいて、１．５０、１．５１及び１．４９であった。
【０１２６】
　実施例１において、着色剤と光散乱粒子を含有する硬化性組成物を硬化して得られるカ
ラーフィルター（光拡散層）が形成された光学部材１を作製した。
【０１２７】
（実施例１）
＜光学部材２の作製＞
＜＜低屈折率層用塗布液の調製＞＞
　屈折率１．４２の熱架橋性含フッ素ポリマー（ＪＮ－７２２８、ＪＳＲ（株）製）９３
質量部にＭＥＫ－ＳＴ（平均粒径１０～２０ｎｍ、固形分濃度３０質量部のＳｉＯ２ゾル
のメチルエチルケトン（ＭＥＫ）分散物、日産化学（株）製）８質量部、及びメチルエチ
ルケトン１００質量部を添加、攪拌の後、孔径１μｍのポリプロピレン製フィルターでろ
過して、低屈折率層用塗布液を調製した。
　比較例１で作製したバリア層付きＰＥＮ透明基板のバリア層側に、前記調製した低屈折
率層用塗布液をバーコーターを用いて塗布し、８０℃で乾燥した後、さらに１２０℃で１
０分間熱架橋し、厚さ１．２μｍの低屈折率層を形成した。次に、低屈折率層上に、比較
例１で調製した緑色硬化性組成物、赤色硬化性組成物、及び青色硬化性組成物を用いて、
比較例１と同様にカラーフィルター（光拡散層）を形成し、光学部材２を作製した。光学
部材２におけるカラーフィルター（光拡散層）の乾燥膜厚は、２．５μｍであった。なお
、前記バリア層は、ＳｉＮ膜、ＳｉＯＮ膜からなる厚さ５００ｎｍの層であり、大気中の
酸素及び水分の透過を防ぐ。
【０１２８】
（実施例２～１４、比較例２）
　実施例１において、光学部材２を構成する光散乱粒子の材料、光散乱粒子の平均粒径、
光拡散層及び低屈折率層の厚みを表１に示すように変えた以外は、実施例１と同様に光学
部材３～１６を作製した。表１中の光散乱粒子の種類の欄において、粒子１は、ＴｉＯ２

粒子（屈折率２．５４）を表し、粒子２は、ベンゾグアナミン系ビーズ（日本触媒製　エ
ポスターＭＳ、屈折率１．６６）を表す。
【０１２９】
（比較例３）
＜光学部材１７の作製＞
　アクリル系共重合体エマルジョンの製造攪拌機、還流冷却管、温度計、窒素吹き込みラ
インを備えた４口フラスコに、水３０質量部、過硫酸アンモニウム０．１質量部を仕込み
、窒素パージの中で７０℃まで昇温した後、下記組成の乳化モノマー混合物Ｂを４時間か
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ルジョン（光拡散層用塗布液）を得た。
【０１３０】
＜＜乳化モノマー混合物Ｂの組成＞＞
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　４９．５質量部
・２－エチルヘキシルアクリレート　　　　　　　　　　５０質量部
・アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０質量部
・ドデシルメルカプタン　　　　　　　　　　　　　０．０５質量部
・ラウリル硫酸ナトリウム　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
・ノニオン系乳化剤　　　　　　　　　　　　　　　　１．０質量部
（第一工業製薬社製，商品名「ノイゲンＥＡ１４０」）
・無機微粒子　ＴｉＯ２　　　　　　　　　　　　１００．０質量部
（光散乱粒子、平均粒径０．３０μｍ、屈折率２．５４）
・分散剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
（第一工業製薬社製，商品名「ネオゲンＰ」）
・消泡剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１質量部
（サンノプコ社製，商品名「ＳＮデフォーマー」）
【０１３１】
　ここで、乳化モノマー混合物Ｂの光散乱粒子を含まないものは、光拡散層のマトリック
ス材を形成する。マトリックス材の屈折率を測定するため、ＴｉＯ２粒子を混合しない乳
化モノマー混合物Ｂ’を調合し、これを上記と同様に滴下・反応させて、アクリル系共重
合体エマルジョンを作製した。これをガラス基板に塗布して、マトリックス材を形成し、
反射分光膜厚計を用いて屈折率を測定したところ、マトリックス材の屈折率は１．４５で
あった。
【０１３２】
　比較例１で作製したバリア層付きＰＥＮ透明基板のバリア層側に、前記調製した光拡散
層用塗布液をスピンコーターを用いて、乾燥膜厚が２．５μｍとなるように塗布し、１８
０℃で６０分間乾燥させて光拡散層を形成し、光学部材１７を作製した。なお、前記バリ
ア層は、ＳｉＮ膜、ＳｉＯＮ膜からなる厚さ５００ｎｍの層であり、大気中の酸素及び水
分の透過を防ぐ。
【０１３３】
（実施例１５及び１６、比較例４）
　比較例３において、バリア層付きＰＥＮ透明基板のバリア層側に、光拡散層を形成する
代わりに、実施例１で調製した低屈折率層用塗布液をバーコーターを用いて塗布し、８０
℃で乾燥した後、さらに１２０℃で１０分間熱架橋し、表１に示す厚みの低屈折率層を形
成し、形成された低屈折率層上に、光拡散層を形成した以外は、比較例３と同様に光学部
材１８～２０を作製した。
【０１３４】
（比較例５）
実施例1において、バリア層付き透明ＰＥＮ基板を用いる代わりに、バリア層を付与しな
い厚み１００μｍのポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）透明基板を用いた以外は、実施
例１と同様に、低屈折率層を形成し、カラーフィルター（光拡散層）を形成して、光学部
材２１を作製した。
【０１３５】
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【表１】

【０１３６】
＜ＭＯＣＯＮ法による水蒸気透過率の測定＞
　水蒸気透過率測定器（ＭＯＣＯＮ社製、ＰＥＲＭＡＴＲＡＮ－Ｗ３／３１）を用いて、
４０℃／相対湿度９０％における水蒸気透過率を、実施例１の光学部材２と比較例５の光
学部材２１について測定した。この測定の検出限界値は０．００５ｇ／ｍ２／ｄａｙであ
る。
　実施例１の光学部材２の水蒸気透過率は、０．００５ｇ／ｍ２／ｄａｙで検出限界値以
下であった。
　比較例５の光学部材２１の水蒸気透過率は１．４ｇ／ｍ２／ｄａｙであった。
　以上より、バリア層付き透明ＰＥＮ基板からなる光学部材２は、バリア層の付いていな
い透明基板からなる光学部材２１に対して水蒸気透過率に優れることが確認された。
【０１３７】
　実施例１～１６及び比較例１～５にて作製した光学部材１～２１（光拡散層１７０、バ
リア層１５０、透明基板１６０（図３））を、接着層１８０（図３）を介して有機ＥＬ装
置（ＴＦＴ基板上１１０に下部電極１２０を形成し、その上に順次有機ＥＬ層１３０、上
部電極１４０を形成したもの（図３））と接合することによりトップエミッション型有機
ＥＬ表示装置を形成した。
【０１３８】
　また、図３に有機ＥＬ表示装置の構成を示す。ＴＦＴ基板上１１０に下部電極１２０を
形成し、その上に、順次、有機ＥＬ層１３０、上部電極１４０、接着層１８０、光拡散層
１７０、バリア層１５０を堆積させた透明基板１６０を形成する。
　なお、有機ＥＬ装置及び接着層は、以下のように作製した。
【０１３９】
＜有機ＥＬ装置の作製＞
【０１４０】
　まず、ガラス基板からなる絶縁性基板（厚さ７００μｍ）上に、ＣＶＤ法によりＳｉＯ

２膜からなるバッファ層（厚さ２００ｎｍ）を介して、多結晶シリコンからなるＴＦＴ（
厚さ４０ｎｍ）をＣＶＤ法により形成し、次いで、全面にＳｉＮ膜からなる層間絶縁膜層
（厚さ４００ｎｍ）を堆積させたのち、通常のフォトエッチング工程を用いてソース領域
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及びドレイン領域に達するコンタクトホール（径１０ｎｍ）をそれぞれ形成する。
【０１４１】
　次いで、全面にＴｉ／Ａｌ／Ｔｉ多層構造導電層（厚さ４００ｎｍ）を堆積させたのち
、通常のフォトエッチング工程を用いてパターニングすることによって、ＴＦＴ部上にも
延在するようにソース電極を形成するとともに、ドレイン電極を形成する。
　なお、ソース電極は共通ソース線から４つの分岐線に分岐している。
【０１４２】
　次いで、スピンコート法を用いて全面にアクリル系樹脂からなる感光性樹脂を塗布して
層間絶縁膜（厚さ２．０μｍ）とし、この層間絶縁膜をマスクを用いて露光した後、アル
カリからなる現像液を用いて現像することによって、ソース電極の分岐線に対するコンタ
クトホールを形成する。
【０１４３】
　次いで、スパッタ法によりＡｌ膜（厚さ２００ｎｍ）を全面に堆積させたのち、通常の
フォトエッチング工程を用いて所定の形状にパターニングすることによって、コンタクト
ホールを介してソース電極の分岐線に接続するＡｌからなる分割下部電極を形成する。
【０１４４】
　次いで、マスク蒸着法を用いて画素開口部の底部に露出している分割下部電極を覆う４
，４′－ビス（（Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニル－アミノ－）ビフェニル（α―Ｎ
ＰＤ）（正孔輸送層；厚み４０ｎｍ）／トリス（２－フェニルピリジン）イリジウム（Ｉ
ＩＩ）（Ｉｒ（ｐｐｙ）３）＋４，４’－Ｎ，Ｎ’－ジカルバゾール－ビフェニール（Ｃ
ＢＰ）（発光層；厚み２０ｎｍ）／２，９－ジメチル－４，７－ジフェニル－１，１０－
フェナントロリン（ＢＣＰ）（正孔阻止層；厚み６ｎｍ）／トリス（８－ヒドロキシキノ
リナート）アルミニウム（ＩＩＩ）（Ａｌｑ３）（電子輸送層；厚み２０ｎｍ）からなる
有機ＥＬ層（厚さ８６ｎｍ）を形成したのち（Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　Ｌｅｔ
ｔｅｒｓ　１９９９，ｖｏｌ．７４，ｐ．４４２参照）、再びマスク蒸着法を用いて有機
ＥＬ層を覆う厚さが１０ｎｍのＡｌ膜と、厚さが３０ｎｍのＩＴＯ膜を順次堆積させて共
通上部電極を形成し、各分割下部電極に対応する領域がそれぞれ分割画素部となる。
【０１４５】
＜接着層の作製＞
　酸化ジルコニウム超微粒子１０質量部をアクリル酸エステル重合体による透明接着剤９
０質量部に含有させて、屈折率１．８１を有し、乾燥膜厚が３．０μｍの透明接着層１８
０を得た。
【０１４６】
　作製された有機ＥＬ表示装置について、２５℃５０％にて下記に示す輝度測定及び画像
ボケの評価を行った。
【０１４７】
＜輝度測定＞
　有機ＥＬ表示装置に画像を表示させ、ＥＬＤＩＭ社製ＥＺＣｏｎｔｒａｓｔ１６０Ｄを
用いて輝度の角度分布を測定した。この測定値から発光総量を計算し、光学部材を用いな
い場合の発光総量と光学部材を用いた場合の発光総量の変化の百分率を光取出し上昇率と
して求めた。結果を表２に示す。
【０１４８】
＜画像ボケの評価＞
　前記画像ボケの評価は、発光ＥＬサイズが２００×２００μｍ２、ギャップ５０μｍの
対になっているＥＬ素子を用いて行った（図４）。
　測定は、ＥＬ素子を点灯させた状態で顕微鏡の下に置き、その発光画像をＣＣＤで取り
込んだ（図５）。
　発光パターン画像は、Ｘライン上の輝度量を数ライン取り込み、平均化のデータ処理を
行い、グラフ化した（図６）。
　図６のグラフにおいて、発光パターン間のギャップにおける中心に対応する位置（図６
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におけるＰ）の画像ボケ判定レベルがピーク（１００％レベル）に対して、０％以上５％
未満である場合をＡとし、５％以上２０％未満である場合をＢとし、２０％以下である場
合をＣとした。結果を表２に示す。
【０１４９】
【表２】

【０１５０】
　表２より、有機ＥＬ表示装置は、厚みが１．２μｍ以上の低屈折率層を形成した光学部
材を設けることで、光取出し効率を向上させ、画像ボケを少なくすることができる有機エ
レクトロルミネッセンス表示装置が得られることが分かった。
【産業上の利用可能性】
【０１５１】
　本発明の光学部材は、有機エレクトロルミネッセンス表示装置の光取出し効率を向上さ
せ、画像ボケを少なくすることができるので、光取出し効率に優れ、画像ボケの少ない有
機ＥＬ表示装置の作製に好適である。
【符号の説明】
【０１５２】
　　　１　　ＴＦＴ基板
　　　２　　背面電極
　　　３　　有機層
　　　４　　透明電極
　　　５　　透明基板
　　１１　　光学部材
　　２０　　バリア層付き透明基板
　　３０　　光拡散層
　　３１　　マトリックス材
　　４１　　光散乱粒子
　　４２　　着色剤
　　５０　　低屈折率層
　１００　　有機ＥＬ表示装置
　１１０　　ＴＦＴ基板
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　１２０　　下部電極
　１３０　　有機ＥＬ層
　１４０　　上部電極
　１５０　　バリア層
　１６０　　透明基板
　１７０　　光拡散層
　１８０　　接着層

【図１】
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【図３】

【図４】
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